
01377 9,000 2015.4（新）318

MS&ADインシュアランス グループがご提供するリスクマネジメント情報誌

Vol.

53
2015

spring

防災・減災に資する技術等の普及・開発促進に向けて
国境を超える赤十字 ～思いを一つに  今行動のとき～

海外「危機管理」から海外「リスク管理」へ

年間シリーズ ～強くてしなやかな社会をめざして～
レジリエンス 深めるリスクソリューション

年間シリーズ ～海外で羽ばたくためのインフラを求めて～
グローバル 広がるリスクソリューション

■第3回国連防災世界会議レポート　～MS&ADグループの取り組み～
■続・いま、注目されるアグリビジネス
農の問題に取り組む
～第4回 今後のアグリビジネスの展望～
■2014年に発生した主な自然災害の特徴と防災情報を活用した対策
■地域金融機関と環境金融
～環境格付け融資の課題と今後の展開～
■ISO39001：2012追加要求事項
～交通事故防止の指針として「N-RTS マネジメントシステム」を活用する～



災害・事故情報〈対象期間：2014年12月～2015年2月〉

01

08

24

28

33

41

インターリスク総研からのお知らせ 43

18
MS＆ADグループは宮城県と共同で、宮城県仙台市で開催された「第 3 回国連防災世界会議」のパブリックフォーラムに体験型イベ
ント「企業防災体験コーナー～BCP（みやぎモデル）を体験しよう～」を出展した。同グループによる、宮城県と官民一体で推進する
「想定外に強い企業向けBCMの普及活動」の取り組みと合わせて紹介する。

農業分野が抱える様々な課題解決をミッションとしたアグリビジネスについて、その実態と関連するリスクをシリーズで紹介する。
第4回（最終回）は「リスクマネジメントを踏まえた、今後のアグリビジネスの展望」をテーマに、成長への課題、成功の条件などにつ
いて全日本農商工連携推進協議会会長の都築冨士男氏にお話しをうかがった。

2014年は、国内で発生した自然災害の中で、特に土砂災害や大雪、火山噴火などによる被害が注目された。国内におけるこれらの
自然災害の被害概要を振り返り、災害事例を教訓とした対策や防災情報を活用した対策の基本的な考え方を紹介する。

地域金融機関は事業プロセスにおける環境取り組みのみでなく、環境に配慮した企業に金利の優遇を行う環境配慮型金融商品や
環境ビジネス創出支援など、本業における取り組みを強化している。地域金融機関における近年の環境金融の取り組みの中でも、
特に環境格付け融資に焦点をあて、制度の概要、現状と課題、今後の展開について解説する。

一般社団法人日本経済団体連合会（経団連）は2015年2月、提言「防災・減災に資する技術等の普及・開発促進に向けて」をとりま
とめた。わが国企業の有する防災関連技術の現状、その開発、普及・促進に向けた産学官連携による取り組み等について、経団連政
治社会本部長の斎藤仁氏に紹介いただく。

日本赤十字社の活動範囲は、救護活動や医療事業にとどまらず、災害後の復興支援や事前防災・減災にまで広がり、その存在感は
増している。日本赤十字社の富田博樹事業局長に、赤十字の成り立ちから、災害時支援活動における役割、さらに将来の巨大リス
クに備えた取り組みなどについてお話をうかがった。
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ISO39001(道路交通安全マネジメントシステム)の追加要求事項である「N-RTS(Nippon Road Traffic Safety)マネジメントシステム」
に関して、その位置付けや要求事項の概要と、事故防止の指針としての活用について解説する。N-RTS マネジメントシステム ISO39001:2012追加要求事項

～交通事故防止の指針として「N-RTS マネジメントシステム」を活用する～
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海外リスクに関する企業の取り組みの動向を紹介し、リスク管理と危機管理の違いを整理するとともに海外リスク管理の必要性を
再確認する。それらを踏まえたうえで、日本本社と複数の海外現地法人からなる企業集団を想定し、海外リスク管理態勢強化のため
に取り組むべきポイントについて解説する。海外『危機管理』から海外『リスク管理』へ 

年間シリーズ ～海外で羽ばたくためのインフラを求めて～

グローバル 広がるリスクソリューション

※執筆者の所属等は執筆当時のものです。
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一般社団法人 日本経済団体連合会
政治社会本部長　斎

さ い と う

藤 仁
ただし

 氏

防災・減災に資する技術等
の普及・開発促進に向けて

１.はじめに
経団連は、2011年の東日本大震災の発災以降、わが国経済社

会の災害への対応力の強化、とりわけグループ間連携を含む企業
のＢＣＰ（事業継続計画）の実効性向上に向け、毎年提言を行っ
てきた。また、1月に公表したビジョン「『豊かで活力ある日本』
の再生」（詳細はＨＰを参照。https://www.keidanren.or.jp/
policy/2015/vision.html）においても、2030年までに目指すべ
き国家像の実現に向け、防災・減災対策の推進を重要課題として
位置付けている。

本年度については、10年に1度開催される国連防災世界会議が
2015年3月14日〜18日に仙台で行われることから、その場をとら
え、わが国企業が有する防災・減災に資する技術・ノウハウ等を
世界に発信することを主眼として、提言「防災・減災に資する技
術等の普及・開発促進に向けて」（概要は次頁図1、詳細はＨＰを
参照。https://www.keidanren.or.jp/policy/2015/016.html）
をとりまとめた。本稿では、防災・減災に資する技術等の現状を
述べたうえで、それら技術等の開発、普及・促進に向けて、民間と
各主体の連携により実施されるべき取り組みと行政に求められ
る取り組みについて述べる。

2.わが国企業の有する
防災・減災技術等の現状

経団連では会員企業の持つ防災・減災に資する技術等につい
てアンケート調査を実施した。その結果を基にして、提言の前半
では、災害発生前と後の二つの段階において、どのような防災・
減災技術等が有効となるかを災害別に整理し、現状を概観してい
る。提言本文では、各段階・災害毎に有効な技術・システム例を
本文中にコラムとして示すとともに、各技術等の詳細を付表1、2
に掲載している。

⑴災害発生前：予防・予測に有効な技術等

各種災害（地震、風水害、火山災害）が発生する前に、被害を
最小限に抑える対策を講じていくとともに（予防）、被害の様相を
適切に推計、評価していくこと（予測）が求められる。

現状においては、各種耐震・免震技術や防潮堤工法をはじめと
するハード面での対策、そして被害状況を精密にシミュレーショ
ンするシステムや企業の防災・減災対策の推進を後押しするシス
テム等がある。

①災害全般
東日本大震災の経験も踏まえ、現在企業では、ＢＣＰ／ＢＣ

Ｍの策定が進んでおり、ＢＣＰ策定済みの企業は平成25年度に
53.6％（経団連実施アンケートでは約70％）となっている。今後Ｂ
ＣＰの策定率を高めるとともに、その実効性を向上させていくこ
とが不可欠である。また、防災・減災への取り組みには、国民一人
ひとりの「自助」に対する意識を高め、訓練等に積極的に参画し
ていくことが望まれる。

こうした企業、国民の自助努力を進めていくうえで、国際規格
（国際規格ISO22301（社会セキュリティ−事業継続マネジメント
システム−要求事項）、ISO22313（社会セキュリティ−事業継続マ
ネジメントシステム−ガイダンス）等）への準拠等、実効性のある
事業継続計画の策定支援システム・サービス、そして防災訓練の
計画立案と訓練実施を支援するシステムを活用していくことも望
まれる。

また、各種自然災害による被害を数理モデルによりシミュレー
ションし、定量的に評価するシステムが存在する。そうした評価
を通じて、事業継続計画の見直しやその地域に根ざした防災訓練
を実施することが可能となる。

②地震
わが国は世界有数の地震頻発国で、耐震・免震等にかかる技

術を不断に進歩させており、その技術力は世界的にも高い水準に
達している。
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【図１】防災・減災に資する技術等の普及・開発促進に向けて  概要
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他方、東日本大震災を契機として浮き彫りになった課題は、地
盤の液状化対策、超高層ビルの長周期震動に対する対策、天井
等の落下被害の防止等である。

また、わが国では建設後50年以上経過する社会資本の割合が
今後20年間で加速度的に増加し、重大な事故や致命的な損傷等
に至る可能性が大幅に高まることが予想される。そこで、インフラ
の維持管理を簡便かつ効率的に実施していくことが求められる。

現時点では、短期かつ低コストで建築物（ビル、住居等）、イン
フラ（道路、トンネル、ライフライン等）の耐震性、免震性を向上
させる工法が複数存在する。また、薬液、空気注入による地盤改
良で、建築物を使用したまま液状化対策を行う技術もある。加え
て、建築物、インフラの腐食・劣化状況を各種センサーや機器等
により、簡便に診断する技術がある。

合わせて、企業、行政が大規模地震等に対し、防災・減災対策
を講じていくうえでは、被害リスクを適切に把握していくことが重
要となる。震動による建物の被害シミュレーションや復旧に要す
る期間等の定量的評価を行うシステムが存在する。

③風水害
東日本大震災の津波に襲われた岩手、宮城、福島3県の沿岸で

は、防潮堤の建設が徐々に進みつつある。しかし、巨大なコンク
リート建築物による威圧感や景観の毀損等が指摘されることも
少なくない。同時に、復興に向けた多数の工事が施工中であるた
め、各種資材や人手も不足している。　

こうした状況を打開する可能性を持つのが、アクリルシートを
用いることにより、威圧感の低減と景観保全を実現した防潮堤や
高潮・津波バリアー、現地工期・仕事を最小化し、かつ強靭な耐
久性も合わせ持った防潮堤の工法である。

また、昨今わが国では集中豪雨、ゲリラ豪雨による河川の氾
濫、建物の浸水、斜面の崩壊等の被害、竜巻・突風による建造物
損害が急増している。とりわけ、地震発生後に地盤が脆弱となっ
た斜面等では、降雨により土砂災害が誘発される可能性もある。

これらに対しては、気象レーダー、各種センサーを利用し、ゲリ
ラ豪雨、竜巻の発生を予測する技術がある。加えて、斜面等の崩
壊については、平時から地滑り等を常時自動監視するとともに、
崩壊危険度を評価し、警報を発するシステムが存在する。

合わせて、実効性のある緊急避難計画の策定に向けて、南海ト
ラフ巨大地震の発生時に想定される大津波や台風・豪雨による
河川の氾濫等の挙動をある程度まで正確に把握しておくことが
求められる。

現在スーパーコンピューターを使用した高精度の津波浸水被害
予測や、各種データを用いることで洪水被害のシミュレーション
を行うことができるシステムがある。

⑵災害発生後：対応・復旧に有効な技術等

災害発生後には、まず被害状況や安否情報の迅速かつ正確な
把握を行い、民間を含む関係者に滞りなく情報が共有されること
が求められる。こうした情報共有を前提として、被害地域への適
切な救援・支援が可能となる。さらに、災害発生前の水準への復
旧までの時間を可能な限り短縮していくことが肝要である。

現状においては、災害発生直後の情報共有について、被害情
報、避難情報、安否情報等を集約し、インターネットを通じ発
信するシステム等が存在する。また、救援・支援の段階において
は、被災地における救援や被害状況を遠隔操作により実施する
ことができるロボットのほか、応急組み立て橋梁等が大きな役
割を果たす。さらに、復旧の段階において、各種ライフラインの
安全かつ効率的な復旧システムや津波被災農地等の修復技術
等が存在する。

①災害全般
災害発生直後の避難・復旧に際し、情報伝達手段の確保が最

も重要となる。こうした状況に有用な技術等として、電話・イン
ターネット等への迅速かつ確実な接続を可能とする電子機器、高
性能センサー等を使用することにより各種災害情報を取得する
技術が存在する。そして、これらの機器やシステムにより収集さ
れた被害情報、避難情報等を基にビッグデータ解析を行い、被災
地との情報共有等にＳＮＳ等を利用する統合システムや、交通量
の整理と道路復旧の優先順位付けを行うシステムがある。

また発災後72時間以内に、人命を救助することも大きな課題と
なる。この際、安全に救助活動を遂行するために、火災、化学物
質、細菌、粉塵等から人体を保護する防護服、要救助者を迅速に
発見し、優先順位付けの下、効率的に救助する器具・システム、そ
して遠隔操作により被災地における救援や被害状況の把握を行
うことのできるロボットを利活用することが望ましい。

さらに、被災地への支援活動や企業による事業継続活動を遅
滞なく開始しなければならない。その際、非常時の電力供給を可
能とする高性能の自立型の発電設備や橋梁崩落時に迅速な設置
が可能な応急組み立て橋梁が有用である。

復旧から復興へのプロセスにおいて、生活・産業用水や農地等
の汚染を除染・清掃する技術や被災者台帳を用いた生活再建シ
ステムも存在する。

　
②地震

地震発生後の迅速かつ安全な避難・復旧のためには、地震規
模、津波発生の有無、その想定高等の正確な測定が求められる。
そして、避難・復旧に際しては、地震に付随して発生する大規模
火災が障害となることも予期されており、広域かつ長時間にわた
る消火活動の充実が重要となる。とりわけ、首都直下地震では、
同時に複数の地点で出火することによって四方を火災で取り囲ま
れたり、火災旋風の発生等により、逃げ惑いが生じ、火災による
死者は最大で約1万6千人にものぼると想定されている。

さらに、発災時間によっては、帰宅困難者への対応のために一
時滞在施設の立ち上げが始まる。この際、二次災害を避けるため
にも、当該施設自体の安全性を確保していくことが重要となる。

こうした事象に対し、利活用される技術・システム等として、ま
ず前述の長周期地震動を正確に計測する技術や海底地震・津波
を観測するシステムがある。次に石油化学コンビナート火災、密
集市街地火災等、大規模かつ長時間継続する火災に対し、大量
かつ10日以上にわたり送水可能な消火システムも存在する。さら
に、発災後わずかな時間で、建築物の損傷度を計測し、利用可能
か否かを判断するシステムもある。 
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③風水害
津波・豪雨等により、工場設備や地下鉄・地下街・地下駐車場

等の閉鎖空間の浸水が予想される。
こうした状況に対して、地下施設や建物の1階部分の出入り口

に設置し、発災後動力を用いず短時間でセット可能な止水板や、
浸水後には自家発電設備を搭載することにより長時間稼動が可
能な排水ポンプ車等が有用である。

④火山災害
2014年の御嶽山噴火では、火山災害の予測が困難であること

のほか、火山防災計画や救援における火山ガス除去の重要性が
改めて浮かびあがった。

火山災害に有効な技術等として、火山の噴火履歴とシミュレー
ションに基づいた火山防災計画の策定支援技術や降下火山灰の
観測技術、そして復旧時に住居に対し供給される外気を浄化する
システムが存在する。

3．防災・減災技術等の普及・開発促進
に向けて求められる取り組み

これまで概観したとおり、わが国の防災・減災対策が抱える課
題の一部は、現在の技術・システム等を有効に利活用することに
より解決が期待される。同時に、これらの技術等は、国際貢献の
観点からも極めて有用である。

このような認識の下、ここからは、わが国の持てる防災・減災に
資する技術等の普及・開発促進ならびに海外発信に向けた、企
業による取り組み、産学官連携による取り組み、そして行政に求
められる取り組みについて提言する。

⑴企業による取り組み

これまで見てきたとおり、わが国企業は、各種災害に対して有効
な防災・減災技術等を有している。今後は、絶え間ないイノベーショ
ンを通じて、自社の保有する技術等が世界随一の水準のものとな
ることを目指していかなければならない。そして、国内外問わず、普
及や利用促進に向けた取り組みを続けていくことが求められる。

⑵産学官連携による取り組み

①連携の強化
経団連の提言「企業間のＢＣＰ／ＢＣＭ連携の強化に向けて」

（2014年2月、詳細はＨＰを参照。https://www.keidanren.
or.jp/policy/2014/029.html）では、サプライチェーン、地域内、
業界内連携に際し、先進的な企業の取り組みの展開が重要であ
ると述べた。これを踏まえ、防災・減災対策への技術等の利活用
についても、導入事例等を関係者間で共有し、理解を深める機会
を設けるとともに、業界毎に関連する技術を発信していくことも
検討すべきである。

また、現在政府は、「イノベーション ナショナルシステム」の考
え方の下、産学官の英知を有機的につなげ国全体のイノベーショ
ン創出力を強化する方向にある。この方向性を、防災・減災技術
の開発・普及促進に関する産学官連携の構築に結びつけていくこ
とが不可欠となる。

その際、全国各地に、その地域を核とした産学官連携を構築す
ることにより、各主体の持つ防災・減災対策に関する強みが最大
限に発揮され、社会全体の強靭性は向上する。具体的には、「強
くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資す
る国土強靱化基本法」（詳細はＨＰを参照。http://www.cas.
go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/hourei.html）の下、各
都道府県・市町村による、「地域強靭化計画」の策定が進んでい
るが、今後地域間での強靭化計画の連携を推進し、産学官連携
体制の強化について強調すべきである。

こうした、防災・減災対策における産学官連携体制の構築に向
けて、わが国全体の防災・減災技術等のシーズ・ニーズに関する
情報を共有し、異業種間の技術開発者等の対話を促進していく
べきである。その際、行政がイニシアティブを取っていくことも考
えられる。こうした有機的なコミュニケーションの中から、防災・
減災技術等のイノベーションが発生することが期待される。

地方の防災・減災対策や強靭化の観点からは、ハード・ソフト双
方で企業の持つ技術等を利活用しながら、当該地方の実情に合
わせた計画を策定・実施していくことが求められる。このプロセス
において、各地方自治体と関連企業が十分な対話とフィードバッ
クを得ることができるような場を確保していくことが求められる。

以上のようなわが国の産学官連携は、世界の第一線を行く 
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防災・減災対策のあり方であり、諸外国の範足りうるものである。
経団連としては、政府・与党の進める最重要政策の一つでもあ

る「地方創生」の視点も踏まえ、防災・減災対策の現状と課題に
ついても総合的に検討していく。

②国際貢献の観点を踏まえた、防災・減災技術等の展開
経団連では、ビジョン「『豊かで活力ある日本』の再生− 

Innovation ＆ Globalization −」（2015年1月）において、防災・
減災技術等を海外へと発信していくことの重要性を強調してい
る。産学官連携の取り組みによる成果を、国際貢献とわが国経済
の成長戦略の観点を踏まえ、途上国への防災・減災技術等の展
開に結びつけていくべきである。

既に、国土交通省が中心となり、企業、関係機関とも連携し、
防災面での課題を抱えた新興国等を対象に、関係機関とも連携
し、平常時から防災分野の二国間協力関係を強化するための「日
本防災プラットフォーム」が2014年6月に設置されている。

このように、新興国の防災・減災対策に係るニーズを汲み取
り、発信する土台は整備されており、今後はこうした場をいかに
有効かつ継続的に活用していくかが焦点となる。その際、途上
国によって対応すべき主たる災害が異なること、そして、技術や
社会インフラ等の水準に差があることに十分留意しなければな
らない。

さらに、わが国として、官民の有するハード・ソフト双方の防
災・減災対策を各種災害や利用用途ごとにまとめ、途上国との
マッチングを図るとともに、わが国の産学官連携のあり方を国際
社会に発信していくことが必要である。とりわけ、早期復旧・復興
に資する技術・システム等については、パッケージ化を図り、緊急
時の提供のあり方等について、各国との協議を重ねていくべきで
ある。こうした機会を通じて、世界の防災・減災対策の実情を鋭
敏に看取し、真に必要とされる防災・減災技術等への改良や開発
を実施していくことが求められるだろう。

経団連としても、ビジョンに基づいて、中長期的にわが国の防
災・減災技術等の展開に貢献するとともに、多様な主体との連携
のあり方を発信していく。

⑶行政に求められる取り組み

防災・減災対策の推進、とりわけ大規模災害発生時の緊急対
応、さらには防災・減災技術等の普及・開発促進には、政治・行政
の強力なリーダーシップが求められる。そうした観点から、防災
担当相の下、内閣府防災の真に実効的な司令塔機能をより一層強
化していく必要がある。そのうえで、防災・減災技術等の普及・開
発促進に向けて、以下の取り組みを実施していくべきである。

①情報提供・共有
各種災害への防災・減災対策を充実させていくためには、行政

より提供される防災・減災情報の種類・範囲の拡大、オープン・
データ化を目指すとともに技術の利活用につながる情報提供が
重要となる。

【予防】
災害の予防の段階では、各種情報の公開・周知とともに、従前

の被害評価のあり方を見直すべきである。
まず、地域防災の充実の観点から、最新の災害発生状況を踏ま

え、浸水想定箇所や延焼危険箇所等の災害危険箇所の見直し、
調査を不断に進め、ハザードマップ等に反映していくことが重要
となる。とりわけ、2014年8月の広島豪雨災害の経験を踏まえ、同
年11月に改正された「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止
対策の推進に関する法律」の下、警戒区域の調査・周知を期限を
定めて徹底していかなければならない。その際、ライフラインの
確保が困難となる地域の公開や避難生活等に大きな役割を果た
す緊急水源情報の調査・周知を実施していくことが望まれる。

次に、防災・減災に資する技術が適切に利活用されるために、
社会全般の脆弱性について、安全保障・防犯にも留意しつつピン
ポイントで公開していくことが必要である。耐震化等の技術につ
いては、道路や橋梁の杭の耐震診断結果の公開、補修・補強に
より長寿命化が必要とされる公共施設情報の開示、そして全国
の防波堤の断面や設計条件に関する情報の提供が望まれる。ま
た、液状化対策の実施箇所、時期等のデータが提供されることも
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重要となる。さらに、行政は山地、崖地、斜面等の管理責任者の
把握・周知に努め、充分な対策を講じる必要がある。

従前の被害評価の見直しとして、構造物に対する津波波力の時
系列評価への転換の検討も行うべきである。現状では、最大津
波高のみで津波波力を評価しているが、最大津波高の時に波力
が最大になるとは限らないためである。また、液状化対策による
住宅等の基礎被害や建物の傾斜の被害認定基準の自治体間の
統一を検討すべきである。

加えて、準天頂衛星システムによるＧ空間情報（地理空間情報
技術（Geotechnology）を用いた地理空間情報）を容易に技術
利用できる体制整備も着実に推進していくべきである。　

【予測】
各種災害の発生、被害予測の精度を上げていくため、国土基盤

情報を含めた幅広い情報のオープン・データ化が重要である。
具体的には、地震の被害予測に際し、各地の地盤構造に関する

データ、各地区における地震時の加速度の提供、そしてライフラ
インの耐震性に関する情報の公開が望まれる。

現在、風水害のなかでも、河川の氾濫等による被害予測が課
題となっている。このため、産学官が連携の下、海域、陸域地形
データ、気象海象データを集約し、河川における流水量、流水
深、河川に対する治水状況等を共有していくべきである。さら
に民間による被害予測の精度を補完する観点から、行政が河川
の流出解析に用いているパラメータの公表や津波浸水予測に
おける流速情報および時系列情報の公開を実施していくべきで
ある。

【対応】
災害の発生後は、民間も含めた関係機関による被害状況等の

把握、被災者の安否確認、そして各種情報の発信を迅速かつ切
れ目無く行うことが不可欠である。

被害状況等の把握について、被災後のＩＣＴ基盤環境の被害状
況や情報通信需要が高まる地域・時間帯に関する情報を共有し
ていくことが必要である。また、内閣府による「災害に係る住家の
被害認定基準運用指針」では、居住者のいない事務所等に対す
る被害の判定基準や方法が明示されていないため、これらについ
ても今後検討を深め公表するべきである。

被災者の安否確認にあたっては、自治体における安否情報の
収集および公開に関するガイドラインの策定を実施するべきで
ある。

各種情報の発信とそれに基づく避難行動に際し、行政の避難
指示等の判断基準や情報伝達メディアの活用計画等を可能な限
り周知し、災害後に混乱を最小化するよう取り組まなければなら
ない。さらに、地方自治体等から収集した各種情報を多様な媒
体を通じて発信できるＬアラート（災害情報共有システム）の普
及・促進を前進させることが重要である。

②規制改革等
防災・減災技術等の開発や普及を後押しする観点から、各

種規制の見直しや緩和が求められる。本節ではその具体例を
示す。

【予防】
わが国の財政状況や企業の経営環境を勘案すれば、最小の費

用で最大の効果が発揮される技術等を利用することにより、建
築物等の強靭化・長寿命化を図ることが不可欠となる。

そこで、耐震化等の技術の開発の促進に向けて、新材料・新工
法を展開できる実証実験の場の提供や実施手続き等の簡素化を
目指していくべきである。

また、耐震工法等の効果的活用に向けて、既存建築物の外側
補強について、建築基準法における日陰規制等の集団規定や、各
自治体の条例による窓先空地の設置規制等の柔軟な適用が望ま
れる。合わせて、都市部において、いまだに数多く存在する旧耐
震基準のマンション等の建築物の免震化を促進していくために、
品確法（住宅の品質確保等の促進に関する法律）の住宅性能表
示制度において、旧耐震建築物を免震化した場合の評価方法を
明示すべきである。さらに、老朽化が過度に進んだ建築物の建て
替えを促進する観点から、借地借家法における、更新拒絶・解約
申し入れを行う際の正当事由の拡大や区分所有法における決議
要件の見直しにつき、検討すべきである。　

さらに、津波や液状化により崩壊が懸念される岸壁・護岸等の
補強に際した、埋め立て法線の前出しを認め、環境アセスメント
を含む埋め立て手続きの簡素化を図っていくべきである。合わせ
て、地盤の変位状況等を計測する機器の設置に対しては、用地
境界の制約等を除外することも検討すべきである。

【対応】
東日本大震災において通信の輻輳（ふくそう）に見舞われた経

験等を踏まえ、平時から多様な通信手段を確保し、被害情報や災
害情報等の収集を切れ目なく実施していくことが不可欠である。

その際、自治体の持つ既存の通信システム同士を接続し、広域
にわたる情報交換等を実施できるような通信基盤も構築していく
べきである。

また、各種センサー等から発信される情報が輻輳により寸断
されてしまう可能性を踏まえ、通信インフラの共有、代替ネット
ワークの優先利用や多目的バンドの開放等について検討すべき
である。

地域においては自治体が、民間も含む関係機関との連携の下、
被害情報の収集や安否確認等を迅速に実施しなければならな
い。この際、当該地域の関係機関の間で共通で利用できる周波
数帯の設定を可能にすることが必要となる。

さらに、効率的な救護活動や通行可能な道路情報の発信等
に際しては、大多数の個人から収集した情報の解析や開示・提
供が必要となるため、個人情報保護法等の柔軟な適用も望ま
れる。

③適切なインセンティブの付与
企業が自主的に防災・減災対策を講じていくうえで、適切なイ

ンセンティブの付与を検討していくべきである。
この際、まずは行政において、中長期的な防災・減災対策の目

標を可能な限り明示していくべきである。このもとで、防災・減災
対策が、個別企業を越えて、民間投資により一層推進されること
が期待される。
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防災・減災に資する技術等の普及・開発促進に向けて

（出典：経団連2015年2月17日提言「防災・減災に資する技術等の普及・開発促進に向けて」22-23頁）
https://www.keidanren.or.jp/policy/2015/016.html（最終アクセス2015年2月27日）

本号巻頭で紹介された経団連による提言「防災・減災に資する技術等の普及・開発促進に向けて」の本文中コラムに、インターリスク総研が
開発に携わった掲題のシステムが掲載されています。

「被災者台帳を用いた生活再建支援システム」について

他方、各種災害に対する脆弱性評価を基に、とりわけ緊急性の
高い事業所・重要施設等の耐震化・防火工事や液状化対策に優
先順位を付けて、財政面を含めた支援等を行っていくことが求め
られる。

また、急速な少子高齢化と地域の過疎化が進行するなか、地
域の災害への対応力と社会インフラの効率的な運用を両立させ
るために、スマートシティやコンパクトシティを構築していくこと
が有効な対応策となりうる。このため、中長期的な防災・減災対
策の目標を検討していく際にも、スマートシティやコンパクトシ
ティを含めた次世代のまちづくりと関連づけて、民間の活力を最
大限引き出すことができるよう、関係者との議論を一層深めてい
くべきである。

4.おわりに
古くから、わが国は数々の自然災害に見舞われており、防災・

減災への知恵というべきものが伝統のなかに息づいている。毎
年甚大な被害をもたらす各種災害が世界各地で発生する時代に
あって、わが国の培ってきた経験・ノウハウ等を世界に一層展開

し、利活用しない手はない。
前述のとおり、わが国企業の有する技術等は、防災・減災対策

を前進させる。企業においては、自社の持つ防災・減災等に資す
る技術、製品、サービス等を積極的に海外へ展開するとともに、
海外のニーズを踏まえた技術等の開発を推進していくことがグ
ローバル社会における経営戦略の観点からも望ましい。

経団連としても、日本企業の持つ優れた防災・減災技術を、あ
らゆる機会を通じ国内外にアピールしていく。

以上
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【お話をうかがった方】
日本赤十字社　事業局長
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国境を超える赤十字　　

〜思いを一つに  今行動のとき〜

【聞き手】
株式会社インターリスク総研
総合企画部  市場創生チーム
上席コンサルタント　長

は せ が わ
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１．はじめに
国際赤十字の組織は19世紀、戦時のヨーロッパで負傷兵や病人

を敵味方の区別なく救護することを目的として設立され、日本で
も救護団体「博愛社」を前身として、「日本赤十字社」が誕生し現
在に至っています。昨今では、事業の柱である救護活動や医療活
動で培われた日本赤十字社のノウハウが、国内で頻発している各
種自然災害における救護支援に生かされ、その事業範囲は災害後
の復興支援や事前の防災・減災まで広がり、日本赤十字社の存在
感は増しています。

日本赤十字社の事業局長である富田氏に、赤十字の成り立ちと
概要、自然災害時等における日本赤十字社の果たす役割や支援
活動、さらに将来の巨大災害リスクに備えた取り組みなどについ
てお話をうかがいました。

２．日本赤十字社の活動全般

Q．日本赤十字社の概要についてお聞かせください。

赤十字の起源は、19世紀のスイス人実業家であるアンリー・
デュナン（Henry Dunant、1828−1910）の戦場における個人的
経験から始まります。1859年6月、イタリア統一戦争の最大の激戦
「ソルフェリーノの戦い」に遭遇し、アンリー・デュナンは多くの
死傷兵がうち捨てられた凄惨な現場に衝撃を受け、地元の人 と々
不眠不休で傷ついた兵士たちの救護を行いました。ジュネーブに
帰郷したデュナンはその経験を1冊の本として出版し、「傷病兵は
もはや兵士ではなく、1人の人間として尊重され、保護されるべき
である」と主張し、大きな反響を呼びました。デュナンが自らの考
え、主張を実現しようと有力者に働きかけた結果、1863年に赤十
字規約が成立し赤十字国際委員会の前身である「五人委員会」が

設立されました。翌1864年にはジュネーブ条約が締結され、戦時
傷病者救護を目的に最初の赤十字機関として赤十字国際委員会
（ICRC: International Committee of the Red Cross）が設
立されました。「苦しむ人を敵味方の区別なく救護する」という理
念により、すべての国から独立した機関です。

赤十字の理念に基づき各国で人道的活動を実施する組織とし
て、赤十字・赤新月社（せきしんげっしゃ）が設立され、現在では
世界に189の組織があります。また国際赤十字・赤新月社連盟（以
下「連盟」）は1919年（大正8年）に設立され、各国赤十字の連合
体として独自の憲章を持つ独立した国際機関となっています。こ
れら「ICRC」、「各国の赤十字・赤新月社」、「連盟」の三つが赤
十字の国際的なネットワークを形成しています。

日本赤十字社は、1877年（明治10年）に創立された博愛社を
前身として、日本政府がジュネーブ条約に加入したことに伴って、
1887年（明治20年）に日本赤十字社と改称したことがはじまりで
す。現在では、戦後に制定された日本赤十字社法に基づいて設立
された法人となっています。現在の事業は定款により規定され、
①救護活動、②国際活動、③医療事業、④血液事業、⑤救急法
等の講習、そのほか、社会福祉事業、看護師等の養成、ボランティ
ア・青少年赤十字活動などがあります。一般市民向けの講習会で
は介護の仕方なども看護の立場から教えています。これはこれか
らの介護ボランティアの養成につながります。

日本赤十字社には6万5千人を超える職員がいて、その86％が病
院職員です。92の赤十字病院が全国各地にあります。そして職員数
や事業規模では、ドイツ、アメリカ、フランスの赤十字社を抜いて、
世界最大の規模を誇ることが日本赤十字社の特徴といえます。

92の病院の中で、全体のほぼ4割前後の施設が「救命救急セン
ター」や「がん拠点病院」、そして「周産期母子医療センター」など
の機能を持っていることなどは、赤十字病院に診療機能の高い医
療施設が多いことを示しています。また1病院あたりの平均病床数
も401であり、規模が大きい病院が多いことも特徴の一つです。

国
境

を
超

え
る

赤
十

字



9　RMFOCUS Vol.53

Q．各地域にある赤十字病院の役割についてお聞かせください。

日本赤十字社の医療施設としては、2014年（平成26年）4月1日
現在で、前述のように全国に病院92、診療所6が設置されており、
ほとんどの都道府県に医療施設があります。赤十字の使命に鑑
み、さらには災害救助法等に基づく救護業務を踏まえて、平常時
から医師や看護師等を救護班要員として登録し、災害発生時には
全国の赤十字病院から救護班を被災地に緊急派遣するなど、迅
速な医療救護活動ができる態勢をとっています。また、60病院が
「災害拠点病院」に指定され、地域における災害時の医療を確保
するために必要な施設・設備を整備しています。

災害以外では、救急医療対策として、「救急告示病院」「救命救
急センター」「高度救命救急センター」などの認定あるいは指定を
受けた病院は救急患者受け入れ態勢を整えており、「総合周産期
母子医療センター」の指定病院が24時間体制で母子の命を守り、
「へき地医療拠点病院に指定された病院では、山村などのへき地
や離島を巡回診療して疾病予防と検診に努めています。さらに、
超高齢社会に対応して、療養病床や介護老人保健施設のほか、在
宅での療養や介護を支援するための訪問介護ステーションや地
域包括支援センターを整備しています。

へき地医療については、採算がとれずほとんどの病院で大きな赤
字を抱えていますが、それらの病院がないと何万人もの人々が地域で
病院がない生活を送ることになってしまいます。とにかくみんなで力
を合わせて病院を守っていくしかないという大変な状況にあります。
また医師不足も深刻であり、他の日赤病院から医師が応援に派遣さ
れることが常態化しており、2014年（平成26年）度は、22病院から113
名の医師が地域の医療を支えるために他赤十字病院へと派遣され
ています。

Q．血液事業の概要と今後の課題などについてお聞かせくだ
さい。

日本での血液事業は、採血、検査、製造、供給まで一貫して日本赤
十字社のみが行っています。血液は、栄養や酸素の運搬、免疫など
人間の生命を維持するために不可欠なものですが、現在、血液の機
能を完全に代替できる手段はないため、医療において輸血は欠かす
ことができない治療法となっています。日本赤十字社では、安全性
の高い血液を安定的に医療機関に供給できるよう努めています。

我が国の血液事業は、売血方式から始まりましたが、売血によ
る輸血用血液は質が低く、輸血後の肝炎の続発、頻回献血者の
健康悪化が問題となるなど、血液事業のあり方が社会的批判を
浴びるところとなりました。政府は倫理面と安全性の確保の面か
ら売血依存の弊害を避け、血液事業の正常化を図るため、1964年

（昭和39年）8月の閣議で、輸血用血液製剤は献血によって確保
することを決定しました。また、2003年（平成15年）には「安全な
血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」が成立し、それまで
の献血推進事業が法的に裏付けられました。

現在の輸血医療は、必要な成分（赤血球、血漿（けっしょう）、

血小板）のみを輸血する成分輸血が主流であるため、全血献血
（200mL献血・400mL献血）による血液は、各成分の比重値の差を
利用して赤血球、血漿に分離されます。分離後は、検査に合格し
た血液のみが輸血用血液製剤となります。血液製剤は、医療機関
からの発注があるまで専用の冷蔵庫や冷凍庫などにより各製剤
に最適な条件下で保管されますが、長期保存ができないため、献
血者が減少する時期の献血協力を要請しているほか、安定供給の
ために、全国を7つのブロックに分けた需給管理体制を基本とし
つつ、全国的に合理的・効率的な供給に努めています（図1）。な
お、東日本大震災では震災後、被災地内の医療機関への血液供給
を維持するためには、他のブロックからの大量のバックアップに頼
らざるを得ませんでしたが、幸い各ブロックとの日頃からの連携に
より無事に乗り切ることができました。

血液製剤の多くは、高齢者の医療に使われていますが、献血者
の約74%は50歳未満の方々です。しかし、若年層の献血者数は減少
している一方で、少子高齢化とともに血液需要の増加が見込まれ
ていることから、将来においても安定供給を図る必要があります。
10代から30代の若年層に対する献血PR、献血者の確保が喫緊の
課題です。

【図1】日本赤十字社の血液製剤の供給体制
全国に100の供給施設（平成26年4月現在）と795台の献血運搬車を配備して

（平成25年12月末現在）、365日、24時間、供給できる体制にある
（出典：日本赤十字社より資料提供）

日本赤十字社の
血液製剤供給体制

①北海道ブロック
②東北ブロック
③関東甲信越ブロック
④東海北陸ブロック
⑤近畿ブロック
⑥中四国ブロック
⑦九州ブロック

3．国内活動

Q．国内において行われる災害救護活動について、近年多様化
している災害に対する取り組みとともにお聞かせください。

　21世紀は災害の世紀ともいわれ、これまでも世界中で大きな災害
が発生しています。日本でも大規模災害だけでなく中小規模の災害
も頻発するようになっているので、日本赤十字社でも災害に対する
出動回数は圧倒的に増えています（次頁図２）。災害救護は日赤の
事業の柱です。平時から訓練を受けている救護班が全国の各病院
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に配置されており、発災時にはいつでも出動できるように準備し
ています。この救護班は、班長の医師1人、看護師長1人、看護師2
人、主事（事務職。運転手兼通信・連絡調整等）2人の計6人を基
準として編成されていますが、最近では災害の状況に応じて医師
が2人であったり、薬剤師や助産師などが加わるなどして、8人ない
し10人の編成も多くみられます。

日本赤十字社の救護活動は、国内では、ジュネーブ諸条約や赤
十字国際会議で決議された諸原則の精神に則り制定された日本
赤十字社法および同定款に基づき自らの使命として行われていま
す。また日本赤十字社は、災害対策基本法において「指定公共機
関」として位置付けられており、災害救助法においては、国および
都道府県に対する救助への協力義務が規定されています。その具
体的な活動内容については「厚生労働大臣との協定」により取り
決められており、これらを踏まえ、日本赤十字社は救護規則、防
災業務計画等を定め、災害救護を展開しています（図３）。

日本赤十字社の救護活動は、原則として被災地の都道府県支部
が主体となって管内の各病院に指示・要請を行います。具体的に
は、被災による被害が拡大し医療救護が必要だと判断される場合、
または被災都道府県の知事から要請があった場合に支部長は救護
班を派遣します。被災地に救護活動を統括・調整する市町村災害対
策本部が設置される場合には、救護班は同本部の指示の下、他の
救護団体とも協力しながら迅速かつ効果的な救護活動を実施しま
す（図４）。

【図2】平成26年 主な災害における活動 （出典：日本赤十字社より資料提供）

【図3】日本赤十字社の災害救護教務　　（出典：日本赤十字社より資料提供）

平成26年  主な災害における活動

日本赤十字社救護規則で定められた災害救護業務

⑴医療救護
⑵救援物資の備蓄及び配分
⑶災害時の血液製剤の供給
⑷義援金の受付及び配分（ただし、現在日本赤十字社が受け付
けた義援金は、被災地の都道府県等に設置される義援金（募
集）配分委員会を通じて被災された方々へ配分されます。）

⑸その他災害救護に必要な業務
・赤十字防災ボランティアによる避難所での被災者支援、炊
き出し、救援物資の輸送・配分、情報収集などの活動

・被災者への心的支援としての「こころのケア」活動

【図4】都道府県からの要請に基づく救護班の派遣及び救援物資配分の流れ
（出典：日本赤十字社 「赤十字のしくみと活動」平成26年度版 p.34）

Q．他の組織や団体との協働、連携についてお聞かせください。

東日本大震災という未曽有の災害を経験し、組織間のコーディ
ネーションの課題が顕在化し、現在では日赤とDMAT1）、医師会
が協働・連携して動くことの重要性が強く認識されるようになりま
した。2014年（平成26年）度から厚生労働省の主導で、都道府県の
災害医療コーディネーターの研修会を国と医師会、日赤で協働し
て実施しており（2回実施済）、スタッフ・講師の約1/3は日赤の医師
から選ばれています。また、日赤内においても都道府県単位のコー
ディネートが重要であることから、独自のコーディネートの講習会
を実施し、大規模災害の時にいかに連携し、かつ統制のとれた活
動ができるか、東日本大震災の反省・教訓を踏まえそのためのシス
テム作りをしています。この大規模災害に備えた人材育成は、昨今
の広島市土砂災害や御嶽山（おんたけさん）噴火災害、長野県神城

（かみしろ）断層地震などにおいても効果を発揮しています。
その他、日ごろから消防庁や海上保安庁、自衛隊などの指定行

政機関とのブロック単位の訓練や、国や自治体主催の訓練などを
通して、相互の連絡調整体制を確認するとともに顔の見える関係
作りを進めています。

Q．東日本大震災における医療救護活動や復興支援、および
寄付に関する活動についてお聞かせください。

日本赤十字社は、震災発生直後から医療救護班による医療救
護活動を始め、救援物資の配布、「こころのケア」活動、看護ケア、
社会福祉施設などへの支援といった緊急救援活動や、血液製剤
の安定供給の確保、義援金の受け付け、ボランティア・青少年赤十
字による活動など、様々な被災者支援活動を行いました。その後、
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被災者のニーズが緊急救援から復興支援に移行すると、日本赤十
字社も活動の重点を復興支援事業に移し、現在では仮設住宅入
居者に対するこころのケア活動など、被災者のニーズに合わせた
柔軟な対応に向けて組織の総力を挙げて取り組んでいます。

今回の大震災では、100の国や地域の赤十字社、赤新月社およ
び政府関係機関から約1,000億円の救援金が日本赤十字社に寄
せられました（2014年1月末現在）。日本赤十字社はこの救援金を
財源に被災地の復興支援事業を行っていますが、国内災害で初め
ての救援金による取り組みとなったことから、復興支援事業のビ
ジョンや重点分野などの全体計画を策定して事業に取り組みまし
た（表１）。

義援金については、人々の善意から3,300億円余(2014年12月末)
もの金額が日本赤十字社に寄せられました。この義援金は、基本
的には被災自治体の設置する義援金配分委員会を通じて、全額が
被災者の方々へ配分されますが、東日本大震災では、被災自治体
で同委員会を設置できる状況ではなかったため、国や有識者、義
援金募集団体等で構成する義援金配分割合決定委員会を設置し
ました。

なお、日本赤十字社に寄せられた義援金は、全額を被災自治体
に送金しておりますが、受領書の発行等に要する事務経費につい
ては、事業資金から億円単位で出捐（しゅつえん）しています。

4．喫緊の課題

Q．今後想定されている首都直下地震、南海トラフ巨大地震に
向けての課題、そしてその対策などについてお聞かせください。

今後、高い確率で発生することが懸念されている首都直下地
震、そして南海トラフ巨大地震などは、その被害が非常に甚大であ
ると理解しています。そこでその被害をできる限り軽減するため、

NO. 分　野 事業内容 予算額
１ 緊急支援 医療救護班や救援物資の配付・補充 5億円

２ 生活再建 生活家電6点セットの寄贈、避難所への家電整備、暑さ・寒さ対策、こころのケア事業、
コミュニティ・バス運行、浪江町民の健康調査など 297億円

３ 福祉サービス 介護用ベッド、福祉車両等の寄贈、介護士の派遣 20億円
４ 教育支援 児童館や体育館の整備、学校備品整備、スクールバス整備など 36億円
５ 医療支援 仮設診療所整備、肺炎球菌予防接種など 154億円
６ 原発対応 ホールボディカウンター整備、食品放射能測定器整備、赤十字原子力災害情報センター運営費など 22億円
７ 災害対応能力強化 今後の災害に備えた物資や車両の整備、防災倉庫の整備など 35億円
８ 管理費 事務経費、広報費、監査費など 21億円
９ 予備費 11億円

合　　計　 601億円

１０ クウェートからの原油無償提供
による復興支援事業 岩手・宮城・福島県が実施する「地域基盤復興」「医療対策」等8分野における復興新事業 400億円

総　　計　 1,001億円

【表１】東日本大震災救援・復興支援事業の全体計画（平成26年1月現在）

（出典：日本赤十字社「赤十字のしくみと活動」平成26年度版 p.22）

従来の応急対応だけではなく、2014年（平成26年）度は日本赤十
字社防災教育事業を開始するとともに、日本赤十字社復興支援事
業の基本方針の策定を検討するなど、防災・減災や復旧・復興に
おける事前の備えを行っています。

例えば、日本赤十字社防災教育事業は、市民の防災・減災に関
する知識・意識・技術の普及向上、そして災害発生時の応急対応
にあたるリーダーの育成を図るプログラムです。2016年（平成28
年）度をめどに全国展開することを目指しています。

また大規模地震発生時に、日本赤十字社として災害救護活動
を実施するにあたり、多くの備蓄や多数の専用車両を有していま
すが、それでも医療資源・救護物資の不足や輸送手段の確保が難
しいなどの課題が想定されており、他の組織や団体との連携・協
働を進めています。

具体的には、災害時における救援物資の調達および搬送について、
小売事業者、輸送事業者、宿泊事業者などと協定を結んでいます。

さらに、医療資源・救援物資を確保するために、海上保安庁と
もその輸送能力を活用した空路・海路による広域の救護班や救援
物資等の搬送を行うよう連携を行っています。

Q．大規模地震発生時における、日本赤十字社の指定公共機
関としての取り組みについてお聞かせください。

日本赤十字社は、国の大規模地震対策特別措置法に定める
「指定公共機関」ですから、これまで、防災業務計画の修正や
「東海地震」、「首都直下地震」、「東南海・南海地震」の各地
震を想定した本社対応計画の策定に取り組んできました。

今後も国と密接に連携を図りながら情報の収集に努めるととも
に、国の各地震に係る具体的計画が修正された場合は、それを踏
まえて日本赤十字社の現行計画も修正を行っていきます。いずれ
にしても、首都直下地震や南海トラフ巨大地震等の大規模地震に
対してできうる限りの体制整備を行っていきます。
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Q．日本赤十字社の事業継続計画（BCP）に関する取り組みは
いかがでしょうか。

日本赤十字社は、その定款第47条で「地震、火災、風水害その
他の非常災害時または伝染病流行時において、疾病その他の災厄
を受けた者の救護を行うこと」と定められています。つまり、災害
発生時に日本赤十字社は、被災地における災害救護業務に全力
で取り組むこととしています。

ただ、本社社屋が被災した場合には、そもそもの災害救護業務に
大きな支障をきたす可能性があることを踏まえて、2013年（平成25年）
5月に「日本赤十字社本社事業継続計画（本社被災編）を策定し、本
社社屋が被災により使用不可能となった場合に備えています（図５）。

合わせて、本社代替施設に移転する際の具体的手順を記載し
た「本社代替施設への移転計画」を作成（2013年5月）するととも
に、2015年（平成27年）度中に「本社各部署の最優先業務・優先
業務の一覧」を改定する予定です。

災害救護業務について少し具体的にお話しすると、日本赤十字
社は災害時に備えて赤十字病院の医師、看護師などを中心に編成
される、先ほど述べた救護班を全国で約500班（約7,000人）編成し
ています。

災害が発生すると、ただちに救護班（1班あたり医師・看護師6人）
やdERU（国内型緊急対応ユニット） 2）を派遣して、救護所の設置、
被災現場や避難所での診療、こころのケア活動などを行います。

5．国際活動

Q．日本赤十字社の国際活動についてお話しいただけますか。

まず、日本赤十字社は92の病院を擁していることから、英語力
に優れ国際支援活動が行える医療スタッフを多数養成しているこ
とが特長です。海外で起きた大災害に関する日本赤十字社の活動
は、単なる被災者への緊急支援にとどまらず、包括的な災害マネ
ジメントの観点から行っています（表２）。

例えば、2013年（平成25年）11月にフィリピンを襲った台風30号
の支援では、発災から3カ月間は緊急支援として医療チームを派
遣し、被災者の治療や感染症の予防に努めましたが、1年以上経
過した現在でも被災地域での支援を続けています。

復興に向けては、台風で損壊した住居や学校の修復・再建だけ
ではなく、生活再建も必要となります。フィリピンの場合であれ
ば、台風だけではなく地震、火山など多様な災害が発生しますか
ら、それらの災害リスクを考慮した復興支援が求められます。

そこで、日本赤十字社では「ビルド・バック・ベター」、つまり以
前よりも災害に強くてしなやかな社会に復興できるよう、まさに地
域全体のレジリエンス３）を高めることを目的とした活動を実施し
ています。

具体的な例として、住宅支援については、より台風に強い住宅を

【図5】本社被災時のBCPについて （出典：日本赤十字社より資料提供）

事業名 実施年 主な実施事業
ハイチ大地震救援・復興支援 2010〜 医療チーム派遣、仮設診療所運営、給水・衛生施設などの再建、保健・衛生知識の普及
チリ大地震救援・復興支援 2010〜 医療チーム派遣、病院の機能補完、漁師への生活支援（ボート・船外機の配付）
中国青海省地震救援・復興支援 2010〜 救援活動資金拠出、支援物資の配付、学校・病院の再建
パキスタン洪水救援・復興支援 2010〜 医療チーム派遣、支援物資の配付、住宅再建支援
ニュージーランド地震救援・復興支援 2011〜 こころのケアチーム派遣、救護活動資金拠出
シリア人道危機救援 2011〜 救護活動資金拠出
フィリピン南部台風救援 2012〜2013 医療チーム派遣、救護活動資金拠出
中国四川省地震救援・復興支援 2013〜 支援物資の配付、救護活動資金拠出
フィリピン中部台風救援・復興支援 2013〜 医療チーム派遣、支援物資の配付、救護活動資金拠出

【表2】最近の日本赤十字社による主な緊急救援・復興支援実施事業

（出典：日本赤十字社 「赤十字のしくみと活動」平成26年度版 p.29）
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再建することはもちろん、再建過程で住民の参加を促しています。住
民が建設方法を習得することにより、その地域の中で、より安全な住
宅がどうすれば建設できるかという知識と能力が強化されます。

また、日本赤十字社では、ウガンダにおける母子保健事業やイ
ンドネシアにおける地域防災事業など、長期的人道支援ニーズへ
の取り組みも行っています（表3、図６）。

Q．「国際赤十字」の活動についてご紹介いただけますか。

国際赤十字は、世界中に広がる赤十字ネットワークの総称で、
「赤十字・赤新月運動」とも呼ばれます。国際赤十字は、大きく
次の三つの機関で構成されています。これら三つの機関は、赤十
字の7原則（人道、公平、中立、独立、単一、奉仕、世界性）と呼ば
れる共通の原則に沿って活動しています。この基本原則が1965年 

（昭和40年）に定められてから、今年で50年を迎えます。

⃝赤十字国際委員会（ICRC : International Committee of 
the Red Cross）

赤十字の父とされるアンリー・デュナンをはじめ、5人のスイス
人によって1863年に「5人委員会」として設立されました。今からお
よそ150年前、イタリアの統一戦争で傷ついた兵士らの悲惨な状
況に、アンリー・デュナンが立ち上がったのが始まりで、現在でも
紛争地での活動が中心となっているほか、国際人道法（ジュネー
ブ条約）の守護者として同法の普及を推進しています。

　

【図6】長期的人道支援〜ウガンダ、インドネシアの事例

⃝各国赤十字・赤新月社
平時から各国に救護団体を組織しておくべきというアン

リー・デュナンの提唱により、各国に赤十字が広まっていきまし
た。現在、世界に189社（赤十字社154社、赤新月社34社、イスラ
エル・ダビデの赤盾社（あかたてしゃ）1社）があります。

国内での活動を第一任務としていますが、その活動内容は国
によって様々で、またその規模も国によって違います。例えば、
日本赤十字社は、職員数約65,000人および92病院を擁し、国内
外で大規模な事業を実施していますが、他の国では職員は数人
で活動の中心はボランティアというところもあります。

⃝国際赤十字・赤新月社連盟（International Federation of 
Red Cross and Red Crescent Societies）

1919年（大正8年）に設立された、各国の赤十字・赤新月社の
連合体です。日本赤十字社をはじめ5社の提唱によって設立さ
れ、その中心的な活動は各国の赤十字・赤新月社とともに行う
災害時の被災者救援や各国赤十字の人道的活動支援および保
健衛生分野での取り組みなどです。

ジュネーブに事務局、世界60カ国以上に代表部を置き、現在
約1,800人の職員が世界中で活動しており、連盟会長はアジア
地域から初めて選出された日本赤十字社の近衞忠煇（このえ 
ただてる）社長です。2014年（平成26年）に4年の任期を終えま
したが、11月に再選され2期目の連盟会長を務めております。

事業名 実施年 主な実施事業

ベトナム災害対策事業 1997〜 高潮対策としてマングローブの植林（東京ドーム2,155個分に植林）と、その活動を通じた
住民への防災教育の実施

救急法等普及支援事業
カンボジア、ミャンマー、東ティモール 2004〜 救急法普及促進にかかる支援国指導員の能力向上のための養成研修の強化、講習資器材

の整備・作成支援、全般的な事業運営への助言を実施
青少年赤十字教育等支援事業
バングラデシュ、モンゴル、ネパール 2004〜 学用品の提供、保健衛生や救急法の研修、トイレ・手洗い場・保健室の整備、現地青少年

赤十字メンバーの活動の支援

ケニア地域保健強化事業 2007〜 5歳未満児の疾病率と死亡率の減少を目的に、保健ボランティアの育成、健康教育の普
及、巡回診療、診療所の機能強化を実施

ウガンダ母子保健事業 2010〜 母子保健状況の改善を目的、保健ボランティアの養成、安全な出産に関する知識普及、医
療施設への機材整備、ママバッグ配付

インドネシア地域防災事業
ネパール地域防災事業 2012〜 住民自身によるハザードマップの作成、避難訓練や救急法の講習会などの開催、防災ボラ

ンティアの養成を通じた防災・減災活動の実施

赤十字ボランティアとママバッグの配付
支援を受けて出産した母親（ウガンダ）

コミュニティーでの防災事業を担当する日赤職員（インドネシア）

（出典：日本赤十字社 「赤十字のしくみと活動」平成26年度版 p.30）

【表3】最近の日本赤十字社による主な長期的人道支援ニーズへの取り組み

（出典：日本赤十字社 「赤十字のしくみと活動」平成26年度版 p.30）
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日本赤十字

注）

1）DMAT（Disaster Medical Assistance Team）：
災害の急性期（概ね48時間以内）に活動できる機動性を持った、専
門的な研修・訓練を受けた災害派遣医療チーム。広域医療搬送、病
院支援、域内搬送、現場活動等を主な活動とする

2）dERU（domestic Emergency Response Unit）：
仮設診療所設備とそれを運ぶトラック・自動昇降式コンテナと訓練
されたdERU職員そしてそれらを円滑に運用するためのシステムの
総称。麻酔や抗生物質などの医薬品、エアテント、外科用具など医
療資機材のほか、診察台、簡易ベッド、担架、貯水タンクなどを積載
している。要員は訓練を受けた医師、看護師長、看護師、助産師、薬
剤師らの医療要員と事務職員（基本構成14人）から構成される

3）レジリエンス（Resilience）
強靭さ（強さとしなやかさ）、回復力などと訳されることが多い。も
ともとはコンピュータ、心理学や精神医学、物理学などの分野で使
われていた用語である。物理学的には、ストレスを跳ね返す力、心理
学・精神医学の分野では、ストレスや破壊的な災難などの極度に不
利な状況に直面しても、それに対処する能力や正常な均衡状態を維
持できる能力のことを指す。災害分野では、事前の防災・減災力に
加えて事後の緊急事態に対処する力、さらに迅速な復興に向けた回
復力などを兼ね備えた能力の意味で使われる

Q．第3回国連防災世界会議への取り組みについてお聞かせく
ださい。

日本赤十字社は、1987年（昭和62年）の「国連防災の10年」の制
定に始まり、2005年（平成17年）の「兵庫行動枠組」の策定に至る
一連の国際的な防災戦略議論に積極的に関与するとともに、その
達成に向けた推進に寄与してきました。

今年2015年（平成27年）3月に開催される第3回国連防災世界会
議へは、国連総会オブザーバーステータスを有する「連盟」が招待
されており、「連盟」および各国赤十字・赤新月社で構成される代
表団（団長は日本赤十字社・近衞社長）が参加を予定しています。

これまで、ポスト兵庫行動枠組の草案をめぐる議論に関して
様々な場面で提言を行ってきましたが、会期中も本会議だけでは
なく、テーマ別のクラスター会合やパブリックフォーラムなどへの
参加を通じてメッセージを発信する予定です。

日本赤十字社としては、とりわけ原子力災害対策にかかる知
見・経験を共有することで本議論に貢献するとともに、当該問題
に対する日本国民の関心を喚起するため、会期中に福島県と共催
でシンポジウムを開催します。

6．おわりに

Q．長年にわたる災害救護活動も踏まえ、防災・減災に取り組ん
でいる企業に対するメッセージをお願いいたします。

災害の規模が大きくなればなるほど、外部からの支援で救える命
は少なくなります。その時に重要なことは、「自助」、「共助」の力です。

企業は、それぞれの本店、支店・支社、営業所、工場などが所在
する地域で、共助の担い手としてその役割を果たしていただきた
いと考えます。防災を企業のコストとしてではなく企業価値を高
める投資と考え、ぜひ地域コミュニティの防災力向上への寄与を
お願いいたします。

また企業は、一人ひとりの従業員によって構成されています。災
害時においても従業員本人やその家族の命を守ること、さらに企業
の事業継続の観点からも、防災教育に力を入れていただくことをお
願いいたします。そしてそれを実現するための一方策として、日本赤
十字社の防災教育事業にご協力をいただけましたら幸いです。

貴重なお話をおうかがいすることができました。本日はありが
とうございます。

（このインタビューは、2015年1月9日に行われたものです。）

以上

【コラム】〜赤十字の標章（赤十字マーク）について

赤十字の標章は、アンリー・デュナンの祖国であるスイス
に敬意を表して、スイス国旗の配色を逆にしたものが採用さ
れました。赤十字の標章は、ジュネーブ条約によって、紛争
地域で負傷者の救護にあたる施設や機関が中立であり、攻
撃の対象としてはならないことを示す「保護の標章」として
定められたものです。また、赤十字社であることを示す「表
示の標章」としても使用されています。イスラム教国の中に
は、赤新月社と称し、標章は白地に赤色の三日月を用いる国
もあり、この標章も赤十字マークと同様に扱われています。こ
れら「赤十字」「赤新月」に加え「レッドクリスタル（公定訳未
定）」の使用も2005年（平成17年）のジュネーブ条約追加議
定書で承認されました。

※赤いクリスタル標章を表示の標章として使用する場合はクリスタ
ルの中に独自の象徴的なマークを入れることもできます。

参考資料

日本赤十字社「赤十字のしくみと活動」平成26年度版

国
境

を
超

え
る

赤
十

字
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海外『危機管理』から
海外『リスク管理』へ

１.はじめに
近年発生した中国における反日デモや、アルジェリアにおける

テロ事件などを契機に、多くの企業が海外危機管理態勢の強化
を図ってきた。本年1月のISIL（イラクとレバントのイスラム国）
の邦人殺害事件や世界各国で相次ぐテロ事件等を受け、態勢強
化の気運は高まる一方である。本来は、有事を想定した「海外
危機管理」だけでなく、あらかじめリスクを想定し対策を講じて
いく「海外リスク管理」が海外進出企業には求められるが、一方
で「海外リスク管理は難易度が高いので、当面は危機発生に備
えた対策を優先しておこう」と考え、着手できていない企業が
多いことも確かである。本稿では、海外リスク管理の必要性を
再確認した上で、海外進出企業に最低限求められる取り組みの
ポイントを解説する。

本稿にいう「海外リスク管理」とは、企業を取り巻く様々な
海外のリスクを洗い出し、リスク顕在化を予防するための対策
や、顕在化した場合の事後対策等を講じることにより、事業の
継続・安定的発展を確保していくための一連の取り組みである
（図1の①〜⑥）。一方で「海外危機管理」とは、海外における
危機発生時に備えた事前取り組みおよび実際の危機に対する
マネジメントに特化したものであり、海外リスク管理の一部に含
まれる（図1の⑤-1に該当）。

会社法上の「大会社」にはリスク管理態勢（損失の危険の管
理に関する規定その他の体制）の整備を含む内部統制システム
の構築が義務付けられていること、海外拠点における事件・事
故が、グループ全体に影響した事例が実際に多数発生している
ことからも（次頁表1）、グローバル企業には海外リスク管理は
不可欠といえる。

なお、本稿における「リスク管理」では、損失・利得双方が発
生しうる「投機的リスク」（例：為替変動、金利変動等）は除き、
損失のみを発生させる「純粋リスク」を対象としていることを付
言しておく。

2．海外リスクに関する企業の
取り組み動向

日本企業のグローバル化の進展とともに、海外において邦人
が被害に遭ったり、事業活動に重大な影響が及んだ事件・事故
も増加している（次頁表1）。こうした状況を受け、海外のリスク
対策に注力する日本企業が増えている。

多くの中堅・中小企業では、大手取引先の海外進出に伴い、
自社も事業の海外展開が避けられない状況となり、海外危機管
理態勢整備の機運が高まっている。そのため、まずは役職員の
身体・生命に関わる危機を想定した対策の整備から始めている
状況である。

大企業の場合でも、一部のグローバル企業を除くと、十分に
海外リスク管理・危機管理態勢を整備できている企業は多くな
い。海外拠点にマネジメントを行う要員が少ないことや、地理

【図1】リスク管理のPDCAイメージ

株式会社インターリスク総研
事業リスクマネジメント部
CSR・法務グループ
主任コンサルタント　　冨

と が し

樫 容
よ う こ

子
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リスクの種類 事例

暴動・デモ ◦2012年9月に中国において反日デモが発生
◦2013年11月にタイにおいて反政府デモが発生

テロ・誘拐 ◦2013年1月にアルジェリアにおいてイスラム武装
組織による邦人人質テロが発生

◦2015年1月にシリアのイスラム系武装組織「ISIL」
支配地域において、邦人殺害事件が発生

自然災害 ◦2010年4月にアイスランドにおいて火山の噴火
が発生

◦2011年7月にタイにおいて大洪水が発生

感染症 ◦2013 年に中国を中心に鳥インフルエンザ
（H7N4型）が流行

◦2014年に西アフリカを中心にエボラ出血熱が
流行

環境汚染 ◦中国においてPM2.5の濃度が上昇し、大気汚
染が深刻化

機密情報漏洩 ◦2014年3月に日系電機メーカーの機密情報漏洩
事件が発生

贈収賄 ◦2011年9月に、日系タイヤメーカーが、外国公務
員への贈賄行為によりアメリカ司法省に摘発さ
れる

カルテル ◦2012年1月に、日系自動車部品メーカーが、ワイ
ヤーハーネスの国際カルテルによりアメリカ司
法省に摘発される

労働争議 ◦2012年7月にインドの日系自動車メーカーの工
場において、大規模な労働争議が発生し暴動
に発展

的要因からコミュニケーションが取りにくいことなどの障害か
ら、海外リスク管理には至らずに海外危機管理態勢の整備を優
先しているのが実情である。

はグループ全体の取り組み方針を示し、現地法人は本社の方針
を踏まえつつ自社のリスク管理を行うことが本来は望ましい。

しかしながら、現地法人はノウハウやマネジメントの要員数
が限られているなどの問題があることから、自立した体制の構
築が困難なことが多い。そのため、本社・現地法人のリスク管理
に関する役割権限を明確にし、本社が支援をしながら取り組ん
でいく必要がある。

例えば、現地法人ごとにリスク管理推進者を任命し、本社の
事務局が当該推進者に対して取り組み指示や支援を行うことに
より、グループのリスク管理を運用していく方法が考えられる。
現地法人を多数持つ企業集団であれば、規模の大きい現地法
人を周辺地域の統括会社とし、一定のリスク管理推進機能を付
与する等の工夫も有効である。

⑵リスクの洗い出しおよび分析・評価

海外におけるリスクを把握するために、リスクの洗い出しおよ
び分析・評価を行う必要がある。リスクの洗い出しは、進出先の
各地域における事業環境（当該地域の気候、地勢、慣習、民族、
宗教、法制度等）、過去の当該地域における事件・事故データ、
事業内容などを踏まえ、当該地域固有のリスクシナリオを想定
して実施することがポイントになる。また、想定したリスクシナ
リオについては、可能な限り定量評価し、優先的に取り組むリス
クを選定することが重要である。

実施方法としては、現地法人へのアンケートが挙げられる（次
頁図2）。グループとして特に優先すべき「重要リスク」を選定す
るためには、本社が主導してグループ共通のアンケートを実施
し、アンケートの取りまとめ・分析を行うことが有効である。

⑶重要リスク対策の実施

重要リスクは、次の二つに区別して管理することを推奨する
(次頁図２)。

①地域を問わず共通で管理すべき「共通重要リスク」
②各国の固有性を踏まえ、地域ごとに管理すべき「地域別重

要リスク」

①については、地域を問わず一定の対策レベルを確保すべき
ものであり、本社主導でリスク対策ガイドラインを策定すること
により、各現地法人において最低限実施すべき対策レベルを確
保していくことが効率的である。

②については、各地域の固有性が強いリスクであるため、現
地法人が主体となって対処し、必要に応じて本社が支援を行う
ことが望ましい。

⑷モニタリング

リスク管理の運用の適切性を確保するため、また、個別対策
の実効性を確保するために、モニタリングを実施する必要があ

【表1】近年の海外における主な事件・事故・自然災害などの事例

（公開情報を基にインターリスク総研作成）

3．海外リスク管理態勢強化のために
取り組むべきこと

海外リスク管理といっても、本来なすべきことは国内のリスク
管理と本質的に異なるわけではないが、海外の特殊性を踏まえ
留意すべき点がある。以降、日本本社と複数の海外現地法人か
らなる企業集団を想定し、リスク管理における主要な取り組み
のポイントを解説する。

⑴推進体制の構築

海外リスク管理を推進する上で、まずは海外リスク管理に関す
る方針・計画等について経営レベルで意思決定できる仕組みを
作ることが重要である。一例としては、リスクマネジメント委員
会などの推進組織と事務局機能を整備することが考えられる。
本社・現地法人それぞれにおいてこのような体制を構築し、本社
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る。モニタリングは、実施者によってばらつきが出ないよう、 
あらかじめ点検項目を明確にする必要がある。そのためには、
本社から各現地法人に点検項目を示すことが効率的である。ま
た、モニタリングの実施方法としては、本社の事務局や当該現地
法人を所管する事業部門、内部監査部門における監査や、現地
法人のリスク管理推進者による自主点検などの方法が考えられ
る（図3）。

⑸要員の育成

海外リスク管理の実効性を向上させるためには、現地法人の
リスク管理推進者がポイントとなる。リスク管理推進者には、
リスク管理の趣旨・目的や管理手法などを適切に理解し、かつ
リーダーシップを発揮することが期待される。しかし、海外の現
地法人においては、人的リソースが限られており、国内であれ
ば専任担当が配置されるような業務を複数兼務しているケース
も珍しくない。

本社はこのような事情にも鑑みて、可能な限り負荷を軽減す
るために、現地法人がアレンジしやすいマニュアルやツールの
提供、現地法人の幹部やリスク管理推進者を対象としたリスク
管理研修・説明会の主催などの工夫も求められる。

5.おわりに
多くの企業では海外リスク管理の取り組みは道半ばという状

況である。一方で、今後企業の海外進出が一層進むことにより、
リスクは複雑化し、顕在化する可能性も高まるだろう。その中で
企業が事業を安定的に継続するためには、平時からグローバル
なリスク管理態勢を構築・運用していくことが不可欠である。

海外リスク管理の取り組みには多くの困難も予想されるが、
その困難さに躊躇（ちゅうちょ）して「まだ先のこと」と検討を
先送りすることなく、喫緊の課題ととらえて取り組むことが重要
である。ぜひ自社グループの海外リスク管理のあり方について中
長期的に検討し、取り組んでいただきたいと思う。

以上

【図3】個別対策に関する自主点検シート（自然災害対策のイメージ）

【図2】海外リスク洗い出しの実施イメージ

Ａ国
リスク分類 リスクシナリオ 発生可能性 影響度 既存対策
01 戦争・テロ ・・・ 極低 極大 ・・・
02 自然災害 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・
・・・

Ｂ国
リスク分類 リスクシナリオ 発生可能性 影響度 既存対策
01 戦争・テロ ・・・ 低 極大 ・・・
02 自然災害 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・
・・・

＜国・地域別アンケートの実施＞ ＜国・地域別重要リスクの選定＞

＜共通重要リスクの選定＞Ａ国
各現地法人の
アンケート

１．Ａリスク→強化対策ａ
２．Ｂリスク→強化対策ｂ
３．Ｆリスク→強化対策 ｆ
４．Ｃリスク→強化対策ｃ
５．Ｇリスク→強化対策ｇ

１．Ｂリスク→強化対策ｂ
２．Ａリスク→強化対策ａ
３．Ｈリスク→強化対策ｈ
４．Ｃリスク→強化対策ｃ
５．Ｉリスク→強化対策 ｉ

１．Ａリスク→ 強化対策ａ
２．Ｂリスク→ 強化対策ｂ
３．Ｃリスク→ 強化対策ｃ
４．Ｄリスク→ 強化対策ｄ
５．Ｅリスク→ 強化対策ｅＢ国

各現地法人の
アンケート

Ｂ国/重要リスクトップ５

A国/重要リスクトップ５

海外事業/重要リスクトップ５

チェック項目
チェック欄 レベル

現状
レベル 選択理由 A B C D

Ⅰ.親会社へ
の報告

1.報告
ルール

(1) （日本が夜
間・休日の場
合）報告ルール

D ・・・

日時を問わず報告す
べきルールが定めら
れており、直接の報告
先との連絡がつかな
い場合は、より上位の
役職者に報告する
ルールが定められて
いる。

日時を問わず報告す
べきルールが定めら
れており、直接の報
告先との連絡がつか
ない場合は、より上
位の役職者に報告す
るルールが定められ
ている。

親会社への報告
ルールはあるが、日
本の夜間・休日を想
定した報告ルールは
ない。

親会社への報告
ルールは規定さ
れていない。

(2)報告権者 B ・・・ 報告権者及びその代
行者が規定されている。

報告権者が規定され
ているが、代行者の
規定はない。

報告権者が規定され
ていない。 －

･･･ ･･･ ･･･

2.通信手段

(1) 一般電話
(2) 電子メール
(3) 衛星電話
・・・

チェック項目
チェック欄 レベル

現状
レベル 選択理由 A B C D

Ⅱ.安否確認 1.対象者の
範囲

(1) 現法役員 A ・・・
安否確認システ
ムで対象として
いる。

安否確認対象だ
が、システムで
は対象外である。

安否確認の対
象外である。 －

(2)日本から
の出向者 B ・・・

安否確認システ
ムで対象として
いる。

安否確認対象だ
が、システムで
は対象外である。

安否確認の対
象外である。 －

(3) 出張者 D ・・・
出張情報をシス
テムに登録する
ことで対象とし
ている。

システム対象外
だが、出張先拠
点経由で確認す
るルールがある。

安否確認対象
だが、具体的な
確認ルールは
無い。

安否確認の対象
外である。

(4)ナショナル
スタッフ C ・・・

安否確認システ
ムで対象として
いる。

安否確認対象だ
が、システムで
は対象外である。

安否確認の対
象外である。 －

･･･ ･･･ ･･･
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【表1】

第3回国連防災世界会議レポート

国連防災世界会議

株式会社インターリスク総研
事業リスクマネジメント部
事業継続マネジメントグループ
グループ長　 　 　 　 山

や ま ぐ ち

口 修
おさむ

１	はじめに
MS＆ADインシュアランスグループ（以下「MS＆ADグループ」）

は、宮城県と共同で、宮城県仙台市で開催された「第3回国連防災世
界会議（※）」のパブリックフォーラムに、体験型イベント「企業防災体
験コーナー 〜BCP（みやぎモデル）を体験しよう〜」を出展した。

本イベントは、訪問された企業の皆さまに防災・減災対策の強化
に向けた多様なアイデアを提供することを目的とするが、2013年から
MS＆ADグループが宮城県と官民一体で推進している「想定外に強
い企業向けBCMの普及活動」の一環としても位置付けられている。

そこで本稿では、「第3回国連防災世界会議へのイベント出展」
の紹介をメインテーマとし、「想定外に強い企業向けBCMの普及
活動」というMS＆ADグループの取り組みも合わせて紹介する。

※国連防災世界会議とは
国連防災世界会議は、国際的な防災戦略について議論をする国連主
催の会議であり、第1回（1994年：横浜）、第2回（2005年：神戸）とも
日本で開催された。3回目となる今回は2015年3月14日〜18日に宮城
県仙台市で行われた。会期中は政府間協議などの「本体会議」に加
えて、誰もが参加できる「パブリックフォーラム（関連事業）」が同時
開催され、350以上のシンポジウム・セミナー、200以上の取り組み等
の展示、100以上のポスター展示が行われた。

２	第3回国連防災世界会議へのイベント出展
まず、「第3回国連防災世界会議へのイベント出展」について紹

介する。

今回のイベントは、3月17日（火）10〜19時、仙台市シルバーセン
ター第一研修室（仙台市青葉区花京院1-3-2）にて開催された。そ
の内容は、350以上のシンポジウム・セミナーの中でも数少ない「体
験」に主眼を置いたものとした。具体的には、企業防災・減災に関
連する以下（1）〜（6）のメニューを提供し、イベント参加者の皆さ
まがカフェテリア方式で自由に選択・体験する運営とした（表1、次
頁図1）。

以下、六つのメニューの内容について順に紹介する。

⑴拠点リスク診断

本メニューでは、ハザードマップや地形等の公的情報をGIS
（Geographic Information System：緯度経度に基づいて地図
や地点情報を一元管理するシステム）で表示するソフトウェアを使
い、参加者が指定する拠点（企業所在地等）の地震・水災・土砂災
害等自然災害のリスクレベルを診断した。

具体的には、参加者が提示する所在地情報を基に、その場で、

〜MS＆ADグループの取り組み〜

対応フェーズ メニュー 概要

(Ⅰ)課題認識
（1）拠点リスク診断 拠点のハザード評価（地震・水災等）を体験（住所情報から個別評価）

（2）地震メカニズム体験 模型・実験機器等を使った地震メカニズムを体験

(Ⅱ)対策検討

（3）企業ＢＣＰ策定セミナー ＢＣＰに関する諸様式（みやぎモデル）を使ったＢＣＰ作成を体験

（4）防災アプリ体験会 タブレットやスマートフォンで使える無償の防災アプリを体験

（5）災害対策よろず相談 防災・減災対策の強化に関する個別相談会

(Ⅲ)対策見直し （6）ＢＣＰ訓練体験会 大地震が発生してから5時間の間に企業として実施すべき「初動対応」に関する訓練を体験

国
連

防
災

世
界

会
議
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当該拠点を中心とした地図上にハザード情報（地震・水災・土砂災
害等）を表示したアウトプットを作成し、プリントアウトを提供した

（図2）。

⑵地震メカニズム体験

本メニューでは、名古屋大学減災連携研究センター・福和研究室
が開発した以下①〜③の実験模型（通称：ぶるる）を使い、同研究
室の協力の下、地震に弱い建物の特徴や対策の効果を参加者が体
験・学習できるようにした（次頁図3）。

①ピノキオぶるる
柱の間に「筋交い」と呼ばれる補強部材を参加者が建物の模型

に自由に追加し、その後模型を揺らすことで、「筋交いの効果」を確
認することができる模型。参加者は、筋交いをバランスよく設置し
ないと揺れによる力が建物の一部分に集中し、いとも簡単に建物が
壊れてしまう様子を体験・学習した。

②手回しぶるる
建物と地盤の揺れの共振現象の危険性、免震装置の効果、筋交

いの効果等、様々な実験を行うことができる模型。今回、参加者
は、建物が持つ固有の揺れやすい周期（固有周期）と地盤の揺れの
周期が一致すると、建物が大きく揺れてしまう「共振現象」につい
て、模型を様々な周期で揺らすことにより、体験・学習した。

③紙ぶるる
前記「②手回しぶるる」での実験の一部を再現可能なペーパーク

ラフト教材。付属の両面テープを使用し10分程度で組み立て可能な
本教材を、その場で参加者自らが組み立てて実験した。今回は実験
の案内に加え、土産用としての提供も行った。

⑶企業BCP（※）策定セミナー

本メニューでは、2014年に宮城県がリリースした「みやぎモデル」（※）

を使って、参加者がBCPの策定を体験できるようにした。

※BCPとは
Business Continuity Plan（事業継続計画）の略。経営資源の使
用不能等により多くの業務に支障が出る状況下での事業継続のあり
方（方針整備・課題抽出・対策整備・対応フロー整備等）を「全体最
適」の観点から整理する計画のこと。

※みやぎモデルとは
東日本大震災における県内企業の経験や教訓等を基に、宮城県が
2014年3月に策定した｢みやぎ企業ＢＣＰガイドライン」のモデル（様
式）で、主に以下の特徴がある。

＊臨機応変な対応を重視
＊オールハザード対応が可能（結果事象型）
＊習熟レベルに応じた取り組みが可能

なお、詳細は以下ご参照
＊モデル本体（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/syokeisi/

bcp001.html）
＊インターリスク総研作成「策定のポイントと策定手順」等紹介
（http://www.irric.co.jp/risk_info/bcm/index.html）

【図1】イベント全体像　　　　　　　　　　　（インターリスク総研作成）

【図2】 2（1）拠点リスク診断の様子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（インターリスク総研撮影）
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同メニューの中では、特に、「臨機応変対応」のために重要とな
る以下①〜③について、架空企業の事例を参加者間でディスカッ
ション・分析することにより、理解が深まるようにした。一方で、こ
れら分析は高い習熟レベルを前提とするため、初心者を想定した
「はじめの一歩モデル（モデル1）」の内容についても十分説明を
行った（図4）。

①BCPの適用範囲
「適用範囲」に含めない事業・業務フロー等に発生したトラブルは、

「想定外」になってしまう（＝臨機応変対応ができない）ことを説明。
参加者はそれを理解した上で、設定した架空企業の事例について「み

やぎモデル」のフォーマットを使って、どの事業・業務フロー等を適用
範囲に含めるか否かを分析した。

②課題の抽出と対策の方向性の検討
「課題の抽出や対策の方向性の検討」を実施していない災害等

が発生した場合は、「想定外」になってしまうことを前提に、まず
は、オールハザード対応が可能な「みやぎモデル」の分析フォーマッ
トの趣旨・内容等を十分説明。参加者はそれを理解した上で、同
フォーマットを使って、設定した架空企業の事例について、事業継
続に大きな影響がでるハザードの洗い出し、それらが発生した場合
の課題や対策等を分析した。

【図3】 2（2）地震メカニズム体験の様子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（インターリスク総研撮影）

【図4】 2（3）企業BCP策定セミナーの様子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（インターリスク総研撮影）
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③臨機応変対応の体験
前記②の分析に基づいて、あらかじめ（平常時に）復旧方針を

定めていたとしても、緊急事態の進捗状況によって、臨機応変に
対応せざるを得ないことを十分説明。参加者はそれを理解した上
で、架空企業における12パターンの緊急事態に関する進捗状況の
提示を受け、それぞれ復旧方針がどのように変わるのかを体験・
学習した。

⑷防災アプリ体験会

本メニューでは、タブレットやスマートフォンにより無償で活用で
きる以下の企業防災関連アプリを展示し、参加者が実際に使用・
体験した。

◦位置情報の把握、ナビゲーションに活用できるアプリ
◦各種情報収集や集約に活用できるアプリ
◦事前準備や緊急時対応のノウハウ習得に活用できるアプリ
◦従業員教育に活用できるアプリ　等
具体的には、会場に、これらのアプリをダウンロードしたタブ

レット複数台、Wi-Fiが使える環境、操作フォローや疑問点に答え
る相談員を準備し、参加者がアプリを自由に操作できる運営とした

（図5）。

⑸災害対策よろず相談

本メニューでは、インターリスク総研ならびに三井住友海上火災
保険株式会社、あいおいニッセイ同和損害保険株式会社の経験豊
富なスタッフが、「防災」「保険」「BCP」等、企業がとるべき対策
に関する相談（よろず相談）を参加者から受け付け、アドバイスを
行った（図6）。具体的な相談例は以下のとおり。

◦今後実施すべき防災対策のコスト、優先順位
◦大地震発生時のリスクファイナンスの考え方
◦企業全体にBCPを浸透させるための仕組みづくり　等

⑹BCP訓練体験会

本メニューでは、参加者が、インターリスク総研「訓練DVD(地震
BCP初動訓練体験セット)（※）」を使い、架空企業の災害対策本部
要員として地震BCP初動訓練（※）に参加する形式でBCPの訓練を
模擬体験した。

※地震BCP初動訓練とは（以下「BCP訓練」）
大地震発生後の約半日の間に直面するであろう「情報のとりまとめ」
や「突発事項に対する判断」等が適切にできるかどうかを検証する訓
練のこと。

※訓練DVD（地震BCP初動訓練体験セット）とは（以下「訓練DVD」）
「BCP訓練」運営に必要なコンテンツ（プログラム、進行用資料、訓
練シナリオ、解説資料等）がすべて収録されている2枚組のDVD。収
録コンテンツが、変更可能なデータの形で収録されていることと、訓
練運営者が「どのタイミングで、どのツールを使って、何をすればよい
か等」、コンテンツを取り扱うにあたっての説明映像をセットで収録
していることを特徴としており、企業が自力で収録コンテンツをアレ
ンジし「BCP訓練」を運営することを想定している。

具体的には、このような模擬体験を踏まえて、後日、参加者が自
力で訓練をできるよう、以下①〜③のような内容でプログラムを展
開した（次頁図7）。
①「BCP訓練」に関する基礎知識の習得

参加者は、「BCP訓練」の必要性、最近のトレンド、様々な訓練

【図5】 2（4）防災アプリ体験会の様子　　　　　（インターリスク総研撮影）

【図6】 2（5）災害対策よろず相談の様子　　　　（インターリスク総研撮影）
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手法等、訓練全般に関する基礎情報の解説を受け、これから経験
する「BCP訓練」の訓練全体における位置づけを認識
②「初動対応訓練」の模擬体験

実際に「訓練DVD」に収録されているコンテンツを使って、BCP
訓練を体験
③「訓練DVD」の活用方法の理解
「訓練DVD」の使い方・活用方法等の解説を受け、DVD現物を持

ち帰る

本メニューは全部で3回実施した。実施時間外に、会場でE−ディ
フェンス（独立行政法人防災科学研究所 兵庫耐震工学研究セン

ター）の加震実験映像等、各種実験映像を放映し、参加者の多くが
視聴した。

３	想定外に強い企業向けBCMの普及活動
次に、「想定外に強い企業向けBCM（※）の普及活動」について紹

介する。

※BCMとは
Business Continuity Management（事業継続管理）の略。前記
BCPの実効性を担保するためにPDCAサイクルに乗せて管理をする
こと。

本活動は、2013年から2年間かけて官民一体となって取り組んで
きた以下（1）〜（7）の活動をいう。冒頭記載したとおり前記「2．第
3回国連防災世界会議へのイベント出展」は本活動の一部として位
置付けられる。

（1）BCMに関する実態調査を実施
（2）上記（1）の結果を冊子（＊）にまとめて公表

＊冊子名：「被災企業から学ぶBCMのポイント〜被災体験から導か
れる本当に役立つこと」

＊詳細は以下ご参照（http ://www. i r r i c .co . jp/news/
press/2014/apr/0414.html）

（3）上記（1）の結果を踏まえて新たなBCPモデル（みやぎモデル/結果事
象型）を構築

（4）上記（3）を使った研修を実施
（5）上記（4）の研修のアフターフォロー（個別相談会および訓練体験会）

を実施
（6）国連防災世界会議で上記（4）と（5）を展開
（7）上記（4）と（5）を継続展開

なお、MS＆ADグループと宮城県は、これら活動を継続して展開
（上記（7））していくため、2015年3月に「企業のBCP策定等の支
援に関する協定（※）」を締結した。この協定には、宮城県商工会議
所連合会、宮城県商工会連合会、宮城県中小企業団体中央会、公
益財団法人みやぎ産業振興機構も参加しており、今後は、BCP・
BCMに関連するセミナー、出張相談、イベント開催等の活動を幅広
く推進する予定である。

※企業のBCP策定等の支援に関する協定
3/12（木）13:30、宮城県庁4階庁議室（仙台市青葉区本町3−8−1）
にて同協定締結式が開催された。MS＆ADグループからは藤井史
朗取締役専務執行役員が出席し、宮城県・村井嘉浩知事、宮城県
商工会議所連合会・鎌田宏会長、宮城県商工会連合会・天野忠正
会長、宮城県中小企業団体中央会・今野敦之会長、公益財団法人み
やぎ産業振興機構・井口泰孝理事長とともに、協定書に署名を行った

（次頁図8）。

国連防災世界会議

【図7】 2（6）BCP訓練体験会の様子　 　　　　（インターリスク総研撮影）
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４	おわりに
ここまで、MS&ADグループの二つの取り組みである、「第3回

国連防災世界会議へのイベント出展」と「想定外に強い企業向け
BCMの普及活動」について紹介してきた。最後に、これらの取り
組みが高く評価され、「ジャパン・レジリエンス・アワード2015（※）」
において「優秀賞」を受賞したことを紹介する。

今回の受賞は、「結果事象BCP」を前提とする公的モデルを日本
初で公表した「先進性」と、官民一体の取り組みをここまで2年間にわ
たって続けてきた「継続性」が評価されたものと理解しているが、後者
においては、先に紹介した「企業のBCP策定等の支援に関する協定」
のような「今後の取り組みの継続」を確かにする方策も含まれている
と思われる。今後、MS&ADグループとしても、かかる評価を裏切らな
いようこれら取り組みを一過性のもので終わらせることなく、中長期
にわたって継続していくことが重要である。インターリスク総研も、微
力ながらこれら活動を継続して支えていく所存である。

※ジャパン・レジリエンス・アワード2015とは
一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議会（＊）が、次世代に向け
た強靭化（レジリエンス）（＊）社会を構築するために、全国各地で開催
されている強靭化（レジリエンス）に関する先進的な活動を発掘、評
価し、表彰する制度。

第1回目となる今回の表彰は、国連防災世界会議会期中の3/15（日）、 
仙台市民会館小ホール（仙台市青葉区桜ヶ岡公園4−1）にて開催さ
れた「ジャパン・レジリエンス・アワード2015 表彰式＆記念シンポジウ
ム」の中で行われた（図9）。

＊強靭化（レジリエンス）とは
もともとは「回復力・復元力」などと訳され、防災・BCM分野では
「複雑かつ変化する環境に対応できる組織の適応能力」のことを
いう。2013年12月、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための
防災・減災等に資する国土強靱化基本法（以下、国土強靭化基本
法」）が成立し、国をあげて、大規模自然災害等に対応できる強くし
なやかな国づくり（国土強靭化：ナショナル・レジリエンス）が推進
されている。

＊一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議会とは
上記「国土強靭化基本法」を踏まえ、産、学、官、民が連携して「レ
ジリエンス立国」を構築することを目的に2014年7月に設立された
団体。

以上

国連防災世界会議

【図9】表彰式の様子　　　　　　　　　　（三井住友海上撮影）

【図8】 協定締結式の様子　　　　　　　　（三井住友海上撮影）
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〈連載全4回〉アグリビジネス

続・いま、注目されるアグリビジネス
農の問題に取り組む

１	はじめに
本シリーズでは、農業分野が抱える様々な課題解決をミッショ

ンとしたアグリビジネスの実態と関連するリスクについて、ご紹介
をしてきました。

第1回	 ：「植物工場」の設置・運営
第2回	 ：アグリビジネス、産学連携の最前線
第3回	 ：「農業用ロボット」の開発・活用
第4回（今号）：今後のアグリビジネスの展望

最終回として今号では、第1回〜3回のまとめとして「リスクマネ
ジメントを踏まえた、今後のアグリビジネスの展望」をテーマに掲
げ、全日本農商工連携推進協議会会長の都築 冨士男氏にお話し
をうかがいました。

２	日本の農業における成長への課題

Q.農業分野は成長戦略の一つして考えられています。「今後の日
本の農業の成長」について、どのようにお考えでしょうか。

日本の農業が成長していけるかどうかは、①農業規模の拡大 
（農地の継承）と、②農業技術の伝承、の2点を実現できるかがポ
イントであると考えています。

これらを考えるにあたって、「農業就業人口」と「農地（経営面

～ 第4回 　今後のアグリビジネスの展望～

【お話をうかがった方】
全日本農商工連携推進協議会会長
内閣官房地域活性化伝道師
都

つ づ き

築 冨
ふ じ お

士男 氏

【聞き手】
株式会社インターリスク総研
事業リスクマネジメント部
事業継続マネジメントグループ
主任コンサルタント　依

よ だ

田 麻
ま い こ

衣子

積）」に触れる必要があります。
まず「農業就業人口」についてです。農業センサスによると、

2010年の我が国の農業従事者数は、2005年の約335万人に比べ
て74万人減少し、約261万人となりました。日本の農業就業人口は
毎年約7万人減少しています。これは新規就農者が毎年約5万人増
えている一方で、高齢者を中心として毎年12万人の農業就業者が
リタイアしているために起きています。

しかし農業就業人口が少ないこと自体は深刻な事態ではあり
ません。というのは、他国では日本よりも少ない農業就業者数で
農業が営まれているからです。イギリスでは農業就業者数が約35
万人、フランスでは約75万人、ドイツでは62万人であり、日本は約
234万人です。これはつまり、日本が他国並みの人数で農業ビジネ
スを行っていかなければいけない時代が来る、ということである
と考えています。

次に各国の農業従事者の年齢構成をみて、農業就業人口の急
減の背景を探ると、日本の農業の課題が浮き彫りになります。

将来の担い手である50歳未満の人口構成は、欧州が50%前後
であるのに対して、日本の50歳未満の人口構成はわずか10%です。
一方で65歳以上の高齢者の比率は、欧州の10%前後に比べて日
本は、60%を超えています。前述の2010年の農業従事者約261万人
のうち161万人（約62%）は、65歳以上の高齢者が占めています。   
現在65歳以上である高齢者は、20年後には85歳以上になり、その
ほとんどの方々が農業からリタイアすることが予想されます。

考察をさらに進めると、このように従来、日本の農業を担ってい
た高齢者がいなくなっていく状況下において、「高齢者が耕してい
た農地を誰が担うのか（農地の継承）」という第1の課題と、「高
齢者が持っている農業技術をどのように伝えていくのか（農業技
術の伝承）」という第2の課題の、二つの課題が深刻になっていく
ことがわかります。
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第1の課題（農地の継承）を解決していくためには、日本の農地
を意欲のある担い手に集約して、農家一戸（一経営体）あたりの
経営面積の拡大を図る必要があります。農業従事者が減少して
いるなかで規模の拡大ができなければ、耕作放棄地が増大し農
業が担っている環境や治水、祭りといった伝統文化の維持も困難
になります。昨今の統計によると、実際に現在の日本の経営面積
は平均で約2.2haであり、イギリス78.6ha、フランス52.6ha、ドイツ
55.8ha等他国と比較すると規模が足りないのは明白です。大規模
化が実現できなければ、日本の農業は衰退してしまうのではない
かと、懸念しています。

規模を拡大するための政策として、「農地中間管理機構（農地
集積バンク）」というものができました（図1）。農地の貸し手と借
り手のミスマッチ／アンマッチが主たる要因となり、農業の担い
手の農地利用は全農地の約5割にとどまっています。農地中間管
理機構はこのミスマッチやアンマッチを解消するため、農地の貸
し手と借り手とをつなぐ役割を有しています。

農地の需給状況は、農地の借り手が多く農地の貸し手が不足
しているというのが現状であり、それが農地利用が活性化してい
ない原因の一つでもあります。日本は耕作放棄地が多く存在しま
す。農業経営にあたっている方には、リタイア等によって農地を引
き継ぐ者が存在しないなど農地を使用しないのであれば、農地を
貸し出し、再生・利用の場に提供いただきたいと思っています。

　
第2の課題（農業技術の伝承）を解決をするには、農業に情報

技術(IT)を活用することが不可欠であると考えます。クラウドに
栽培技術などの情報を蓄積し、スマートフォンやタブレット型コン
ピューターなどを使って利用者がそのデータを引き出したり・分
析したりすることによって、先人が習得してきた農業技術を活用し
ます。九州とほぼ同じ面積のオランダはいま、日本の10倍以上の
農産物を輸出しアメリカに次ぐ世界第2位の輸出国になっていま
すが、かつて農業大国のスペインやポルトガルがECに加盟して安
い農産物が大量にヨーロッパの市場に流入したため、危機的状況

【図1】農地中間管理機構イメージ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （出典：農林水産省「農地中間管理機構の概要」）
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に陥ったことがありました。このオランダ農業の危機を救ったの
が、まさに「農業にITを活用すること」だったのです。

上記の「農地の継承」と「農業技術の伝承」という二つの課題
を解決できなければ、日本の将来が難しいものになるかもしれ
ません。

ちなみにフランスと日本を比較すると、農業就業人口について
は、日本はフランスの3倍（日本：234万人、フランス：75万人）であ
り、経営面積については、日本はフランスの6分の1（日本：456ha、
フランス：2,927ha）と、明らかに生産効率の面で劣ります。特に日
本の平野の外縁部から山間地に至る地域はどうしても生産力が
劣ってしまうので、一つの農家では解決できない地域の農業のい
ろいろな問題を、集落全員で力を合わせて解決し、 農家も集落
も共存共栄していく取り組みをすすめていくことが重要です。そう
すると、地域を活性化していくことが必須となります。地域産業と
して農業が成長しなければなりません。

３	食の問題をチャンスに変える

Q.現在、食の問題ということが関心を集めています。農業が成
長を図る取り組みとして6次産業化や農商工連携などが挙
げられますが、自社生産、委託加工と様々な過程が存在す
る中で、食品事故の対応にあたるうえで留意しなければいけ
ないことは何でしょうか。

食品事故はどこにでも発生しうる問題です。食品安全という点
では、やはり「食品トレーサビリティ」に取り組み、「見える化」して
いくことが必要です。コーデックス2004では、「生産、加工および
流通の特定の一つ又は複数の段階を通じて、食品の移動を把握す
ること」と食品トレーサビリティを定義しています。食品事故等の
トラブルが発生した時に備え、問題になった食品の移動ルートを

追跡し、原因究明や商品回収を迅速に行わなければなりません。

Q.食の問題をどう受け止めたら、日本の農業の成長につながっ
ていくのでしょうか。

　
国産は外国産よりもトレーサビリティの点で優位なので、2次・

3次産業が原材料を外国産でまかなっている場合、1次産業にとっ
て今がまさに「原材料が国産に切り替わる、切り替え（させ）る
チャンスである」といえるでしょう。学校の給食はコストが安いこ
とや安定的な供給が可能であることから、半分くらいが外国産な
のです。国産は価格の面でハンディキャップがあり、また農家では
安定供給が厳しいということがあります。

価格の面を解決するには、「国産の生産物は安全である」「高
くても安全な生産物を優先する」という意識づけと、「安全ではな
いものを排除する環境や気運の醸成、習慣の確立」が求められま
す。そして、規模を拡大して生産コストを下げていくという取り組
みも必要です。お米でも、15ha以上とそれ未満の農家では生産コ
ストが異なります。生産コストを下げるための方法として、品種改
良や工程を減らすなどの栽培方法の見直しがあります。また、IT技
術を活用していくという方法も存在します。和歌山のみかん農家
では、IT技術を活用して糖度の高いみかんを育てています。さら
に、家畜でいうと、牛は繁殖期によく足踏みをするという傾向が
あることから、脚にセンサーをつけて繁殖時期を判断することを
行っている人たちもいるのです。なお、世界第2位の農業輸出国で
あるオランダは、先ほどお伝えしたように、ITを活用し、生育に必
要な要素（光など）をコントロールしています。日本も民間企業だ
けではなく国もこれらの取り組みを進めていかなければいけない
でしょう。

次に、安定供給を実現するためには「産地リレー」で解決するこ
とができます。産地によって生産物のシーズンがあります。産地の
気候差を利用して生産できる地域同士でネットワークを構築し、
出荷の時期をずらしていくのです（図2）。

　

【図2】産地リレーイメージ（インターリスク総研作成）
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参考ホームページ

1）農林水産省＞農地中間管理機構（農地集積バンク）について
＜http://www.maff.go.jp/j/keiei/koukai/kikou/＞（最終アク
セス2015年2月20日）

2）農林水産省＞農業・農村の多面的機能
＜http://www.maff.go.jp/j/nousin/noukan/nougyo_kinou/＞
（最終アクセス2015年2月20日）

3）農林水産省＞中山間地域とは
＜http://www.maff.go.jp/j/nousin/tyusan/siharai_seido/s_
about/cyusan/index.html＞（最終アクセス2015年2月20日）

アグリビジネス

　４	アグリビジネス成功の条件

Q.アグリビジネスが成功していくためにはどのようなことが必
要でしょうか。

まずは、（1）マーケティング力、（2）連携力の二つの条件が必要です。

⑴マーケティング力

これまでの日本の商品の売り方の主流は、いわゆる「プロダクト
アウト（生産者が主体となる）」でした。これからの主流は、「マー
ケットイン（消費者が主体となる）」であり、消費者ニーズをふま
えてモノづくりをするという、まさにマーケティング力の勝負と
なってきます。実は、農家（1次産業）は商品（生産物）にこだわる
傾向にあるので、「消費者を主体としてモノを販売する」という意
識を持ちづらいというところがあります。

⑵連携力

そこで、1次産業と消費者をつなぐ役割を担う第三者の存在が必
要となります。その役割を担えるのが、2次・3次産業なのです。1次
産業はマーケティングに弱いところがあるので2次・3次産業の力を
借り、2次・3次産業はニーズを踏まえたモノづくりをするために1次
産業の力が必要です。2次・3次産業は1次産業（農家）がどんな良さ
を持っているのかを見て、市場をセグメンテーションし、どのような
ニーズにこたえることができるかを判断していくことになります。例
えば、現在介護・医療分野ではコレステロール低下の働きが期待さ
れるお茶や、骨粗しょう症予防に効果があるみかんなど、健康に配
慮して特定の成分を配分調整された農産物（機能性農産物）が注
目をあびていますが、逆にこのような分野に進出していくには2次・
3次産業単独では厳しいでしょう。ちなみに2次・3次産業は、農地を
借りることはできても保有することはできません。借地に限られてい
る状況ではマジョリティは獲得できません。地域の人々に生産して
もらう方がよいのです。このように、1次産業と2次・3次産業とが協力
し合い連携して取り組んでいくことが大切です。

５	おわりに

Q.最後に、今後の農業の展望についてご意見をお聞かせください。

私は農業経営者の高い志が日本の農業を発展させる、と考えて
います。高い志を持つことによって、国際競争力のある農業に生ま

れ変わり、農業・農村が担っている多面的機能（国土の保全、水
源の涵養（かんよう）、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化
の伝承等、農村で農業生産活動が行われることにより生ずる、食
料その他の農産物の供給の機能以外の多面にわたる機能）も維
持されます。

また、魅力ある農林水産業づくりや6次産業化の推進には、地
域でいきいきと活躍している女性たちの斬新なアイデアや自由な
発想が不可欠です。かつての農業は男性中心で、女性は補助的業
務が中心でしたが、加工や販売、飲食などの2次・3次産業への進
展に伴い、女性が主体性を持って活躍できる場が広がってきまし
た。このため、女性向けの国の支援策も充実・強化されています。
今後は女性が農業や社会を変える時代がやってくるでしょう。

私は、農業という国民全体で支えていかなければならない産業
を、「ハチドリのひとしずく」の気持ちで仲間たちと一緒に支えて
いきます。

貴重なお話をおうかがいすることができました。本日はありが
とうございます。
（このインタビューは、2015年1月14日に行われたものです。）

以上
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自然災害

株式会社インターリスク総研
災害リスクマネジメント部
災害リスクグループ
コンサルタント　　　 江

え ざ き

﨑 隼
は や き

輝

1.はじめに１	はじめに
我が国では毎年のように地震、台風、洪水といった自然災害

が発生しており、企業はこれらの災害リスクに対して何らかの対
策を講じていることだろう。2014年は自然災害の中でも、土砂
災害や大雪、火山噴火などにより大きな被害が発生した。これ
らの災害は、地域によっては被災履歴が少なく、被害規模のイ
メージが難しいため、企業が対策を行う対象から外されてしま
うことが多い。

そこで、本稿では2014年に発生した主な自然災害を振り返り、
これらの災害事例を教訓とした対策や防災情報を活用した対策
の考え方を整理する。

２	 2014年に発生した主な自然災害
2014年に国内で発生した主な自然災害を振り返ると、人的

被害は土砂災害・雪害などの気象災害や火山災害、住家被害
は大雨・暴風などの気象災害や地震災害で多く発生している
（表1）。

土砂災害は、主に7月から10月にかけて発生した台風や前線に
よる大雨に伴って各地で発生した。内閣府の「総合的な土砂災
害対策検討ワーキンググループ」の公表資料によると、2014年
の土砂災害発生件数は約1,000件、土砂災害による死者・行方不
明者の総数は82名であったと報告されている。特に、8月に広島
市で発生した土砂災害では74名の方が死亡した。

雪害では、2月の大雪により大きな被害が発生した。普段あま
り雪の降らない関東甲信地方などで記録的な積雪となったた
め、建築物の倒壊や交通遮断が多数発生した。また、12月には
日本海側山沿いを中心に平年を上回る最深積雪1）が観測され、
屋根の雪下ろし作業中の事故などにより多数の人的被害が発生
した。

2014年に発生した
主な自然災害の特徴と
防災情報を活用した対策
＊本記事は、2015年3月3日現在の情報に基づいて執筆したものです。

発生ハザード 発生要因 主な被害地域
人的被害 住家被害

死者・
行方不明者

負傷者
（重傷・軽傷） 全壊 半壊・

一部破損
2月 大雪、暴風雪 発達した低気圧 関東甲信、東北、北海道地方 26名 701名 16棟 631棟

7月〜8月上旬 大雨、暴風 台風（11、12号）、前線 四国地方を中心とした広い範囲 6名 92名 14棟 1,019棟

8月下旬
大雨 前線 西日本から東日本の広い範囲 8名 7名 35棟 3,163棟
土砂災害 前線 広島県広島市 74名 69名 179棟 407棟

9月 噴石、火山灰、
火山ガスなど 火山噴火（御嶽山） 長野県、岐阜県 63名 69名 − −

10月 大雨、暴風 台風（18号） 本州太平洋側、沖縄・奄美地方 7名 72名 2棟 255棟
11月 地震動 長野県北部地震（M6.7） 長野県 0名 46名 77棟 1,763棟

12月 大雪 強い冬型の気圧配置、
低気圧、寒気 北・東日本の日本海側山沿い 40名（※） 533名（※） 1棟（※） 22棟（※）

【表1】2014年に発生した主な自然災害の概要

※12月大雪の死者・行方不明者数は、2015年1月14日までの数を示す
（内閣府、消防庁、気象庁の公表情報を基にインターリスク総研作成）
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火山災害では、9月に御嶽山が噴火し、山頂付近にいた多くの
登山者が被災した。この噴火による死者数は63名となり、火山
活動による人的被害では1991年の雲仙普賢岳の火砕流などによ
る被害を上回り、戦後最悪となった。

地震災害では、11月に長野県北部で発生したマグニチュード
6.7の地震により長野市などで震度6弱が観測された。この地震
により建物の倒壊や一部破損による被害が発生したが、消防庁
の災害情報によると、死者・行方不明者は報告されていない。

これらの災害事例の中から、2月の関東甲信地方における大
雪被害、8月の広島市における土砂災害、9月の御嶽山噴火につ
いて取り上げる。

３	関東甲信地方の大雪災害（2014年2月）
⑴気象状況

2014年2月14日夜から15日にかけて低気圧が発達しながら
本州の南岸を通過し、関東甲信および東北地方で大雪となっ
た。当該期間の最深積雪は甲府（山梨県）で114cm、前橋（群
馬県）で73cm、熊谷（埼玉県）で62cmとなるなど、北日本と
関東甲信地方の18地点で観測史上1位を記録した。特に、甲
府、前橋では過去の最深積雪の約2倍となり、平年値の7〜8倍
の積雪深1）となった（図1）。

⑵被害の特徴

消防庁の災害情報によると、この大雪により家屋などの倒壊
や屋根からの落雪などによる事故が多く発生し、群馬県、埼玉

県、山梨県などで死者が26名、負傷者は701名となった。また、住
家被害では住家に付属するカーポートの被害が多く発生した。

大型建築物の被害では、関東甲信地方を中心に体育館など
の大規模建物の屋根が崩落する事故や膜構造物（ドーム）の膜
が破れる事故などが発生したほか、群馬県高崎市のアーケード
などで大きな被害が発生した。

なお、日本損害保険協会の調べによると、この大雪による損
害保険金の支払額は2,536億円となった。これは、台風などの風
水害を含む気象災害による保険金支払いとしては、過去4番目
に大きな額である。

⑶建築物の被害の原因

これらの被害は、観測史上まれに見る積雪深となったことに
加えて、群馬県、埼玉県、東京都などでは降雪1）後に降雨が重
なり、屋根に堆積した雪が雨を含んだことで、降雪のみの場合
よりも大きな荷重が建築物に作用したことが影響していると考
えられている。

現行の建築基準法によると、建築物の構造計算に適用する
積雪荷重は、「垂直積雪量」に「積雪単位荷重」を乗じて算出す
ることとなっている。
「垂直積雪量」は過去の積雪深に基づいた50年再現期待値2） 

を基に定められ、関東以西の太平洋側のほとんどの地域で
50cm以下に指定されている。今回の大雪では、関東甲信地方
の多くの気象観測点で50年再現期待値の垂直積雪量を上回っ
た（図1）。なお、50年再現期待値は気象庁の特別警報の発表
基準としても使用されている（図2）。「積雪単位荷重」は1平
方メートルあたりの積雪量1cmごとの雪の重さのことを指し、
多雪区域3）に該当しない関東南部などの地域では、一般的に 

「20N4）/㎡/cm」と定められている。

【図1】各地点における2014年2月14〜16日の最深積雪と過去の最深積雪・50年に
1度の積雪深・平年値との比較

（気象庁「発達した低気圧による大雪・暴風雪」、「特別警報の発表基準について」
を基にインターリスク総研作成）

【図2】国内各地点における50年に一度の積雪深の値
（出典：気象庁「特別警報の発表基準について」）
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⑷想定以上の積雪に対する雪害対策

2月大雪災害のような想定外の事態に対してできる対策は限
られてしまうが、少なくとも、建物が耐えられる積雪荷重を事前
に把握しておくことをお勧めする。その上で、想定以上の積雪か
ら建物の倒壊を防ぐことを目的とした対策を講ずる場合には、
雪が積もりにくい屋根形状への改修、屋根への融雪装置の取り
付けなどを検討することが対策として考えられる。雪下ろしによ
る積雪荷重の軽減も有効な対策であるが、安全に配慮して実施
する必要がある。

また、人的被害を防ぐためには、積雪状況をモニタリングし、
建物倒壊の危険性が高まっている場合には建物を使用禁止と
するなどのソフト面におけるルール構築が重要である。

４	広島市の土砂災害（2014年8月）
⑴気象状況

2014年7月30日から8月26日にかけて、台風の接近・上陸や日
本付近での前線の停滞などにより、四国地方をはじめとして日
本の各地で大雨が頻発した。特に、広島市北部の安佐南区・安
佐北区では8月19日から20日未明にかけて局所的に激しい降雨
となった。広島地方気象台によれば、安佐北区三入の雨量観測
点で1時間最大降水量101.0mm、3時間最大降水量217.5mmの
猛烈な雨が観測され、同地点における観測史上1位の記録を更
新した。

⑵災害時の状況

広島市には19日21時半ごろに大雨警報が、20日1時過ぎごろ
には土砂災害警戒情報が発表されていたが、深夜であったため
外は暗く、また、20日2時ごろから4時ごろにかけて激しい降雨
が集中していたため、屋外に出ること自体が困難な状態であっ
た。そして、3時から3時半ごろにかけて多数の沢から土石流が
同時多発的に発生し、山麓斜面の住宅地に立地していた多数の
住家を破壊した。

なお、当該地域への避難勧告は土砂災害発生後の午前4時台
に発令されている。

⑶土砂災害危険箇所と被害の分布状況

災害発生以前より、安佐南区や安佐北区では多数の箇所が
広島県によって土石流危険箇所5）や土石流危険区域6）に指定
されていた。今回被害のあった山麓斜面に立地する住宅地の
多くは土石流危険区域に該当していたが、一部地域では公表
されていた危険区域を越えた下流部分まで土砂が流出してい
た（図3）。

現地を歩いてみると、被害の大きかった住宅地付近の地形は
自転車で上るのが困難なほどの急勾配となっていた。土砂を止
めるような地形や構造物が存在しない箇所で、土砂の勢いが衰
えずに下流域まで被害が広がったことが推測される（図4）。

⑷土砂災害対策

崖崩れや土石流などの土砂災害の対策は高額なコストがかか
ることなどから、企業単独で建物付近への土砂の流入を防ぐ対
策を講ずることは困難であるといえる。

【図3】広島市安佐南区八木3丁目の土石流危険区域（黄色部分）と8月広島災
害の土砂流出範囲（赤枠内）

（広島県「土砂災害ポータルひろしま」、国土地理院「平成26年8月豪雨 8月28・
30・31日撮影垂直写真による写真判読図」を基にインターリスク総研作成）

【図4】広島市安佐南区八木3丁目の土石流被害地域（2014年11月筆者撮影）

自然災害
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今回被害のあった地域は土石流の発生が事前に想定されて
いたにも関わらず、場所によっては砂防堤などのハード対策の
整備が間に合っていなかったため、災害を防止・軽減できな
かった。所有する施設が土石流危険区域などの危険範囲に該
当している場合、土砂の流出を防止する砂防堤などが整備さ
れているか確認し、敷地内への土砂の流入が想定される場合
には、土砂の衝突による影響を回避する強固な構造に建物を
建て直す、安全な別の場所へ施設を移転するなどの対策が考
えられる。

５	御嶽山の噴火（2014年9月）
⑴噴火状況

9月27日の正午ごろ、長野県と岐阜県の県境に位置している御
嶽山（標高3,067m）が噴火した。気象庁の火山噴火予知連絡会
拡大幹事会の見解では、噴火は剣ヶ峰山頂の南西側で北西か
ら南東に延びる火口列から発生し、噴煙の高さは約7,000mに達
したとみられている。この噴火により大きな噴石が火口列から
1kmの範囲に飛散し、降灰が御嶽山の西側の岐阜県下呂市から
東側の山梨県笛吹市にかけての範囲で確認されている。

⑵被害の特徴

この時期の御嶽山は紅葉シーズンにあたり、土曜の昼間と
いうこともあって山頂付近には多くの登山者がいた。噴火時の
御嶽山は、気象庁による「噴火警戒レベル」が平常のレベル1 
のままであり、火口付近に立ち入ることができる状況であっ
た。火口から約1km圏内では噴火から間もなく直径数cmから
50cm程度の大きな噴石が飛び交ったとみられており、噴石の
衝突などにより60名を超す多数の死者・行方不明者を出す惨
事となった。

また、登山道以外の建物などでは物的な被害はあまり確認さ
れていないが、御嶽山の近くに立地するスキー場や旅館などで
は休業や予約のキャンセルが発生するなどの影響があった。

⑶火山災害対策

火山の火口付近に住家や企業の施設が立地していることは
ほとんどないが、火口から離れた場所でも降雨に伴う土石流に
よる被害や、火山灰による交通遮断に伴う被害などが発生しう
る。どの地域が被害に遭う可能性があるのかは市町村の公表す
る火山ハザードマップで確認することができるが、前述の土砂

・気象衛星画像
・天気図
・解析雨量
・台風情報

面的広がりを持つ情報

・レーダーナウキャスト
（降水・雷・竜巻発生確度）
・高解像度降水ナウキャスト
・土砂災害警戒判定メッシュ情報

災害の危険性の高まり

全般気象情報

大雨特別警報

大雨警報

大雨注意報

記録的短時間大雨情報

観測に基づく情報予測情報

特定地域に発表される情報

※必ずしもこの順に発表されるわけで
はないことに留意する必要あり

土砂災害警戒情報

災害と同様、企業単独で建物付近への降灰や土石流を防ぐ対策
を講ずることは困難である。建物の被害を回避するためには、
屋根に堆積する火山灰を定期的に除去する、安全な別の場所へ
施設を移転するなどの対策が考えられる。

６	気象庁の防災情報を活用した対策
これまで述べてきたとおり、雪害や土砂災害、火山災害は事

前にできるハード対策が限定的である。これらの災害は発生頻
度や被害規模を予測する材料に乏しく、費用対効果を見積もる
ことが困難なこともその一因である。少しでも被害を軽減させ
るためには、防災情報を活用したソフト対策を策定することが
重要と筆者は考える。

気象庁は2013年8月より大規模災害発生の切迫を知らせる 
「特別警報」の運用を開始しているが、2014年に発生した2月の
大雪災害や8月の広島土砂災害では発令基準を満たさなかった
ため事前に特別警報が発表されなかった。しかし、他の防災情
報からも災害発生の兆候を読み取ることは可能である。

図5に、気象庁が公表する大雨に関わる防災情報の概要を示
す。気象庁が公表する防災情報は大きく分けて「特定地域に発
表される情報」と「面的な広がりを持つ情報」がある。

警報・注意報や土砂災害警戒情報などの「特定地域に発表さ
れる情報」は災害の危険性の高まりを示す情報であり、避難な

【図5】気象庁が公表する大雨に関わる防災情報
（気象庁の公表情報を基にインターリスク総研作成）
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注）
　　　　　　
1）	自然に積もった雪の深さを積雪深、その最大値を最深積雪という。降雪はある

時間内に積もった雪の深さを指す
2）	50年再現期待値は、今後50年間に予測される最大値のこと。50年に1度の値と

も呼ばれる。この「50年」という期間は建物の一般的な耐用年数と等しい
3）	多雪区域は、垂直積雪量が1m以上などの地域を指す
4）	Nはニュートンで、1キログラムの質量を持つ物体に1m毎秒毎秒（m/s2）の加速

度を生じさせる力のこと。基本単位で表すとN=kg・m/s2となる
5）	土石流危険箇所は、土石流発生のおそれがあり、人家や公共施設に被害を発生

させるおそれのある川や沢を指す。国土交通省の要請に基づき都道府県が調
査・公表する土砂災害危険箇所の一つ

6）	土石流危険区域とは、土石流危険箇所で発生した土石流の堆積や氾濫が予想
される区域のこと
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どの対策行動を開始する上でのトリガーとすることができる。そ
の際、どの情報が確認できた場合に行動開始するかを、豪雨時
などに防災情報のモニタリングに基づき効果検証を重ねていく
ことが重要である。

一方、豪雨などの発生危険が迫っているかどうかを確認する
には、降雨レーダーなどの「面的な広がりを持つ」情報の活用
が有効であると考えられる。気象庁が2014年8月より提供して
いる高解像度降水ナウキャストでは、これまで以上に高解像
度に解析・予測された降水域の情報を取得でき、降水域の接
近や拡大を知る上で参考になる。また、火山噴火に関わる面
的な情報として、2015年3月より運用が開始される、降灰量分
布や小さな噴石の落下範囲を予測する新しい降灰予報（量的
降灰予報）がある。これらの面的な情報を普段から確認し、降
水域や火山灰の接近・拡大を予測する習慣をつけておくとよ
いだろう。

台風や発達した低気圧など規模の大きな気象現象は数日前
から発生が予測されるため、気象庁や民間気象会社などから
公表される情報を注視することで、事態の進行に伴って早期避
難などの対策を講ずることが可能である。どの情報が発表され
た段階で誰がどのような行動をするかなどを事前に整理してお
き、緊急時に確実に実行することが被害軽減の上で重要なポイ
ントとなる。例えば、台風が接近する危険が高いと判断された
場合は、「屋外保管品の収容・養生を行う」、「戸締りを徹底し、
開口部に土嚢を設置する」、「災害対策要員を除く社員を早期
帰宅させる」など、リアルタイムの情報を施設の状況と照らし合
わせて被害の軽減に努めることが望まれる。

７	おわりに
本稿では、2014年に発生した自然災害の概要と、これらの災

害事例を教訓とした対策や防災情報を活用した対策の考え方
を紹介した。企業が自然災害対策をより一層推進する上で本稿
が参考になれば幸甚である。

なお、インターリスク総研では、所在地情報を基にした各種自
然災害のリスクの洗い出しによる対策優先度の提言や、施設の
現地調査に基づきハード／ソフトの両面で対策の提案を行うメ
ニューがあるので、ぜひ活用いただきたい。

以上

自然災害

自
然

災
害
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環境金融

株式会社インターリスク総研
事業リスクマネジメント部
環境グループ
アシスタント・マネジャー　　寺

て ら だ

田 祐
ゆ う

１	はじめに
近年、環境取り組みは地域金融機関に広く浸透している。事業者

等の環境保全の取り組みなどを金融面から支援することで、産業界
での環境取り組みの促進につながり、持続可能な社会の形成に寄
与するとの認識が高まっているからである。このような背景には、21
世紀金融行動原則など金融機関同士のイニシアティブを通じた意
識変革とともに、環境取り組みに対する補助金などを通じた政府に
よる積極的な支援がある。このような動向について、インターリスク
総研では、2011年4月発行のRMFOCUS Vol.37で紹介した（「地域
金融機関による環境取り組みの戦略的展開」1））。地域金融機関は
事業プロセスにおける環境取り組み（オフィス内の紙、水、電気使
用量などの環境負荷削減や社会貢献活動）のみでなく、環境に配慮
した企業に金利の優遇を行う環境配慮型金融商品（表1）や環境ビ
ジネス創出支援など、本業における取り組みを強化している。

本稿では、近年の環境金融の取り組みの中でも、特に環境格付け
融資に関して、地域金融機関が抱える課題と今後の展開について取
り上げたい。

環境格付け融資は、環境取り組みを行う企業自体を評価・支援
し、そのような取り組みを促す融資である。社会的責任投資（SRI）
を始めとする環境金融分野において日本は欧米諸国と比較して規

模が小さいにも関わらず、環境格付け融資においては、日本が先駆
けて取り組んできた経緯があり、興味深いアプローチである。

2 環境格付け融資とは何か？
〜制度の概要〜

環境格付け融資は、環境格付け評価結果に基づいて、融資申請
者に金利優遇を行うものが一般的である。所定金利からの減額分
を、銀行独自の負担で行う場合や、政府からの利子補給を受けて行
う場合がある。

特に後者は、低利融資による自己負担を軽減することから、環境
格付け融資の普及のインセンティブとなってきた。2007年度に環境
省による環境格付け融資に係る利子補給制度が立ち上がった当時
は制度に登録する金融機関（指定金融機関）は1行のみであったが、
2010年度には71行まで拡大し、メガバンクのみでなく地域金融機関
まで参画する結果となった。

環境省による「環境配慮型融資促進利子補給金交付事業」のも
とでは、地球温暖化対策のための設備投資に係る融資に対し、その
利息の一部を利子補給することにより、地球温暖化対策のための設
備投資を促進し、二酸化炭素の排出削減を推進することを意図して
いる。また、利子補給の交付対象となる融資を受ける事業者は、二

地域金融機関と環境金融
〜環境格付け融資の課題と今後の展開〜

類型 概要
投資 社会的責任投資（SRI） ESG(環境、社会、ガバナンス)の観点から企業を評価して投資を行う（スクリーニング）／

またESGの観点から議決権行使を行う（エンゲージメント）
環境ベンチャーへの投資 環境テーマファンドなど、環境ビジネスを行う企業を対象に投資

融資 コーポレートファイナンス 環境配慮型企業向け融資 環境配慮型企業に対して、所定金利より低利で融資する（環境格付け融資など）
環境設備投資向け融資 環境関連設備（省エネルギー設備、廃棄物処理設備など）の導入に要する資金の融資におい

て、所定金利より低利で融資する
プロジェクトファイナンス 環境事業への融資 風力発電、バイオマス発電、廃棄物適正処理事業などへのプロジェクト・ファイナンス

環境への悪影響を及ぼす事業
への融資の制限

赤道原則などに沿って融資案件を確認し、環境に悪影響を及ぼす事業への融資を行わない

個人向け融資 環境対応型住宅ローン 環境対応型住宅を購入する個人に低利のローンを提供
住宅以外の環境対応型設備へ
のローン

エコカーなどの環境対応型設備を購入する個人に低利のローンを提供

預金 環境配慮型定期預金 預金利率の一部を環境保全活動に寄付

【表1】環境配慮型金融商品

（中央環境審議会『環境と金融のあり方について』2010年6月を基にインターリスク総研作成）
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酸化炭素排出量の削減または二酸化炭素原単位の改善を誓約する
ことになる。図1および表2に2014年度（平成26年度）に実施された
制度の概要を示す。

なお、参考まで、環境省では環境格付け融資の利子補給のような
コーポレート・ファイナンスとは別に、融資先事業者に対し、事業に
伴う環境影響等の調査結果および環境配慮の取り組み計画の提出

を求め、その内容および実施の確認を行うプロジェクト・ファイナン
スへの利子補給の制度（環境リスク調査融資促進利子補給事業）も
行っている。

３	環境格付け融資の現状と課題
⑴環境格付け融資の現状

このように一時は加速的に普及した環境格付け融資は全体では
拡大傾向にあるものの、金融機関により取り組みに偏りが生じてい
る。環境省の検討会による中間報告2）によれば、都市銀行など一
部の金融機関では年々融資額が増加傾向にある一方、地方銀行な
どでは2010年度以降は停滞気味である（表3）。また、同報告では、
「融資実行件数が累計100件を超える地域金融機関がある一方、取
扱件数が伸びていない金融機関も散見される」と述べている。

また、環境省による環境格付け融資に対する利子補給制度につ
いては、2010年度のピーク時には71行であった指定金融機関が、
2014年度は29行に減少している。これは、主に地域金融機関の不参
加が影響している。

⑵環境格付け融資の課題

上記のような偏りが生じた金融機関内部の要因として、既出の環境
省の検討会では、①環境格付け融資の信頼性や認知等の不足、②指
定金融機関の人材、ノウハウなどの不足、③指定金融機関内での組織
的な推進意欲と体制・仕組みづくりの不足を、課題にあげている。

特に、簡易な環境格付け融資を事業参画の条件としていた旧制度
（2009〜2012年度）に比べて、新制度（2013年度〜）は指定金融機
関の条件となる各行の環境格付け評価のテーマも幅広くなった。

対象金融機関 環境配慮型融資制度を有し、基金設置法人
から選定されている金融機関 

利子補給総額 約5億1,200万円（平成25年度の採択案件に係
る利子補給金（継続分）約4,000万円を含む）

誓約 3年間で3％（または5年間で5％）以上の二酸
化炭素排出削減（原単位または排出量）
誓約は事業者単位または事業所単位
誓約未達成の場合は、未達成の割合により
利子補給金を返還

利子補給対象融資限度額 20億円／件

利子補給の対象 上記誓約を行った事業者による、地球温暖
化対策のための設備投資に対する、金融機
関の融資に係る利子

利子補給率 ＜貸付金利×2/3＞％（1％上限）の利子補給

対象となる融資 金融機関が行う環境配慮型融資のうち地球
温暖化対策のための設備投資に係る融資に
限る

窓口となる金融機関（29行）
伊予銀行、岡崎信用金庫、蒲郡信用金庫、北九州銀行、紀陽銀行、桑名
信用金庫、群馬銀行、佐賀銀行、滋賀銀行、静岡銀行、常陽銀行、第四
銀行、千葉銀行、東北銀行、名古屋銀行、西日本シティ銀行、日本政策
投資銀行、八十二銀行、百五銀行、広島銀行、北陸銀行、三重銀行、三
井住友銀行、三井住友信託銀行、三菱東京UFJ銀行、みずほ銀行、もみ
じ銀行、山口銀行、横浜銀行

（2015年2月時点）

【図1】平成26年度　環境配慮型融資促進利子補給金交付事業について
（出典：公益財団法人日本環境協会ウェブサイト　<http://www.jeas.or.jp/
activ/prom_10_00.html > （最終アクセス2015年2月13日））

【表2】平成26年度 環境配慮型融資促進利子補給金交付事業について

（公益財団法人日本環境協会ウェブサイト
<http://www.jeas.or.jp/activ/prom_10_00.html > 

（最終アクセス2015年2月13日）を基にインターリスク総研作成）

＊「その他」は共同組合金融機関や信託銀行、政府出資の金融機関
（出典：環境格付融資に関する課題等検討会『環境格付融資の課題に対する提言（中間
報告）』、2014年8月）

【表3】環境格付融資の推移

環
境

金
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具体的には、必須事項である「地球温暖化対策」に加えて、「資
源有効利用」、「水資源」、「大気汚染」、「化学物質」、「生物多様
性」などの任意事項が追加されている（図2）。任意事項とはいえ、
指定機関として採択されるためにより最適な評価項目を目指そうと
すれば、任意事項も一定程度盛り込むことになるだろう。また、旧制
度では簡易評価の制度として20項目程度の設問であったものが、新
制度では80〜100項目程度が標準となっている。

この結果、一般的にメガバンクなどと比べ、人材・ノウハウに制約
がある地域金融機関にとっては、以前よりも負担が大きくなってい
るものと推測される。

 ４	今後の展開
⑴2015年度の利子補給制度

環境格付け融資の裾野拡大を目的として、環境省は2015年度の
予算案（本稿作成時点の2015年2月時点では国会審議中）にて、利子
補給制度の対象をシンジケート・ローンのみとする方針を掲げてい
る（図3）。実績を有する金融機関が幹事（アレンジャー）となり、実
績が少ないまたはこれまで環境格付け融資を行ったことのない地域
金融機関と共同で融資を行う中で、ノウハウの提供などを通じて、
能力強化を図り、地域金融機関の環境格付け融資への取り組みを
促進することが狙いである。

⑵定着のための取り組み

地域金融機関にとって実績・経験を有する他行からノウハウを得
られることは重要である。しかし、ただ他社と同じ画一的な仕組み
を活用していては、必ずしも有効なツールとはならない。地域金融
機関は、地域特性（地域特有の顧客（業種・規模）と自然環境）を

抱えているからである。地域金融機関が留意しなければならないの
は、一般的なノウハウを活用しながらも、地域特性を踏まえた戦略
的展開を意識することである。そのためには、以下で説明するとお
り、各行が環境格付け融資の自行にとっての意義を改めて認識し、
方針を明確化した上で、吸収したノウハウから融資先事業者の強み
を生かせる制度設計を行う必要があると考える。

①環境格付け融資の意義の認識と方針の明確化
環境格付け融資は、産業育成やグリーン経済の実現など単なる

社会貢献的な意義のみでなく、財務的または非財務的な経営的視
点での意義を理解するのが重要である。ここでは、融資先事業者と
金融機関、双方のメリットを整理したい（表4）。

【融資先事業者のメリット】
融資先事業者にとって重要なのは、低利での融資が受けられるこ

とに加え、評価自体がもたらすメリットである。第三者評価から「気
づき」を得ることが、継続的に環境取り組みを行う動機づけとなり、

これに沿って、
80～100以上の
設問を作成する。

ノウハウ提供

利子補給の対象

予算： 830百万円
融資対象： 地球温暖化対策のための設備投資
利子補給条件： CO2排出量を3カ年内に3％（または5カ年以内に5％）削減する
  （＊事業者単位または事業所単位）
利子補給： 年利1％を限度（貸付金利 － 上記年利の金利優遇）

2015年度　環境配慮型融資促進利子補給事業（概要）

幹事（アレンジャー）
・環境省の基準を満たす環
境格付け融資商品を持
ち、実績がある。指定金
融機関の認定を受ける

・融資先の環境格付けを行う
・参加行にノウハウ提供

参加行A
・何らかの環境格付け融資
商品を持つ

参加行B
・環境格付け融資商品が
ない

財務的なメリット 非財務的なメリット

融資申請者の
メリット

①低利融資の実現
②環境汚染・事故の防止のリ

スク低減
③気づきを生かし収益事業の

拡大

①第三者評価による「気づき」
②説明責任の根拠
③継続的な取り組みへの動機

づけ
④CSR活動（ブランド）強化

金融機関の
メリット

①低利融資による事業拡大
②信用リスクの軽減
③顧客とのリレーション強化

による事業拡大

①顧客とのリレーション強化
②CSR活動（ブランド）強化

【図2】公募要領で示された環境格付の評価項目
（出典：平成26年度『環境配慮型融資促進利子補給金交付事業に係る指定金
融機関公募要領』、2014年5月）

【図3】シンジケート・ローンにおける利子補給の対象範囲と各金融機関の役割
（環境省『平成27年度予算（案）環境金融の拡大に向けた利子補給事業』および
『環境配慮型融資促進利子補給事業実施要領（案）』を基にインターリスク総研
作成）

環境格付融資に関する課題等検討会『環境格付融資の課題に対する提言 
（中間報告）』および信用中央金融総合研究所『金融調査情報18-15』を基に
インターリスク総研作成

【表4】環境格付け融資のメリット
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こうした地域特性を踏まえた戦略的展開を意識することが、環境
格付け融資の活用を促進し、ひいては地域金融機関のブランド価値
の向上へつながると考える。

５	おわりに
全国的なグリーン経済の実現において、地域金融機関の役割は

今後も重要である。環境格付け融資をはじめとした環境金融の取り
組みのさらなる推進を通じて、より多くの企業に対して環境取り組
みへのインセンティブを与えることを期待する。そのためには、来年
度以降の環境省による新制度でのノウハウ提供などを生かしつつ、
地域特性を踏まえた戦略的展開を考慮することが重要である。

なお、インターリスク総研では地域金融機関の環境格付け融資の
取り組みをはじめとして、環境金融分野において、様々な提案・支援
のメニューを用意しているので、ぜひ活用いただきたい。

以上
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環境汚染事故の発生などに伴う費用を未然に防止することや、「気
づき」により見つけた強みを生かして事業収益の拡大につなげるこ
とができるからである。

【金融機関のメリット】
金融機関は、低利融資を通じて融資事業拡大につながることに

加え、評価を通じて、情報交換やコミュニケーションが促進され、取
引先との関係性強化につながり、次なる融資事業への連携へと発展
する可能性もある。

また、リスク管理の一環としても有効と考えられる。例えば、環境リ
スクへの配慮が不十分な企業に融資した結果、環境汚染・事故を引
き起こし、返済が停滞するとともに、融資機関としての風評被害を受
けるリスクがある。環境経営度の高い企業は、一般的にこのようなリ
スクが低い点などを考慮すれば、低利融資には経済合理性がある3）

という意見もある。企業の弁済能力と環境取り組み度合いとの明確
な相関関係が統計的に立証されたとはいえないが、環境マネジメント
体制が普及している企業であれば、組織的な監視活動を通じて、少な
くとも上記のようなリスクを低減できる可能性は高まるといえる。

このように、環境格付け融資においては、融資先事業者のみでな
く、金融機関にとっても多くのメリットがあり、これらを認識した上
で、明確な導入の方針を打ち出すのが重要である。

例えば、「融資ニーズの掘り起こしや顧客が抱える課題へのソ
リューション提供」を環境格付け融資の導入方針に掲げたとする。
融資先事業者が林業を営む場合、金融機関は格付けを通じて資源
活用のヒントについて「気づき」を与えるアドバイザーとして積極的
な役割を果たす。結果として、森林整備等で発生する間伐材の有
効利用（チップにして枕などに活用するなど）や枝葉等の有効活用
（独特の香りに着目し、アロマオイルを抽出するなど）などに着目
し、地域の自然環境を生かした事業開発と融資拡大へつなげること
ができる。

②融資先事業者に配慮した制度設計
地域金融機関の融資先事業者の多くは中小企業である。事業者

に対して制度の活用を促すためには、しゃくし定規的な評価項目の
設定でなく、柔軟な対応が必要である。特に重要となる評価項目を
明確にし、選択と集中を行って、効率的な評価体制とするほか、特
筆すべき取り組みがあればそれを加点評価する項目も必要となって
くる。このような工夫に関しては、中小企業を意識した既存の環境
経営度評価の指針も参考になる（例：環境経営学会「中小企業にお
ける環境経営の評価基準」4））。

また、特に地域の自然環境に配慮した評価項目の設定も検討すべ
きである。自然環境も、地域が持つ武器として有効な資源である。
例えば、自然資源を有効に活用し、自治体の環境施策・計画・戦略
と整合性のある活動を行っている融資先事業者が評価される仕組
みとし、このような事業者への表彰制度などと組み合わせる。これ
により、融資先事業者の活動が自治体から評価され、さらなる環境
取り組みへの動機づけやブランド価値の向上へとつながる工夫が可
能である。

注）
　　　　　　
1）星野 公平、寺崎 康介「地域金融機関による環境取り組みの戦略的展開」

『RMFOCUS Vol.37』、インターリスク総研、2011年4月、1-5頁
<http://www.irric.co.jp/risk_info/rm_focus/pdf/rmfocus37. pdf>

2）環境格付融資に関する課題等検討会「環境格付融資の課題に対する提言（中
間報告）」<http://www.env.go.jp/policy/kinyu/rating/interim-rep_
h2608.pdf>（最終アクセス2015年2月13日）

3）信用中央金庫総合研究所『金融調査情報18−15』、2007年、6頁
4）特定非営利活動法人 環境経営学会『中小企業における環境経営の評価基準』
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ISO39001:2012
追加要求事項

N-RTS マネジメントシステム

株式会社インターリスク総研
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交通リスク第一グループ
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１	はじめに 〜N-RTS MSの策定〜
独立行政法人自動車事故対策機構（以下「NASVA」）を中心とす

る関係機関がISO39001（「道路交通安全マネジメントシステム」）の
追加要求事項である「N-RTS（Nippon Road Traffic Safety）マ
ネジメントシステム（以下「N-RTS MS」）」を策定し、2014年12月よ
り公益財団法人日本適合性認定協会（以下「JAB」）が、「認証機関」
から認定の申請受付を開始した。

現時点（本稿執筆は2015年2月20日）での認定の状況は、JABが
認証機関からの申請を募っている段階である。N-RTS MSは世界
的な認証規格であるISO39001を日本の状況に適用させ、日本国
内での交通事故防止対策としてより具体的に「深化」させたもので
あり、ISO39001の追加要求事項として「必須項目」と「推奨項目」
を示している。

N-RTS MSは「自ら車両を運行する組織」を対象とするもので
あるため、緑ナンバーの運送事業者をはじめ、白ナンバーの社有
車を使用する企業・組織においても、ISO39001やN-RTS MSの
認証取得を目指すか否かに関わらず、概要・要求事項を理解し、
事故防止対策としてこれを導入・活用することは可能であり、取り
組み方次第では非常に実効性の高い対策として機能すると考え
られる。

本稿では、交通事故防止対策として、2012年10月に発行され、現
在我が国において100社強が認証を取得しているISO39001の目標

策定手法とあわせ、N-RTS MSの追加要求事項を概説し、企業・
組織におけるN-RTS MSの活用方法について提案したい。

２	 N-RTS MSの位置付け
N-RTS MSは、道路交通安全マネジメントシステムとして2012

年10月に発行された国際規格であるISO39001:2012に、日本の交
通安全事情および道路交通法規制の現状を踏まえ、重大事故削
減に有効な具体策を追加要求事項として加えたものである。ここ
で留意いただきたい点は、N-RTS MSを単独で認証取得するこ
とはできないことである。これは、交通事故防止対策の実効性を
上げるため組織内でマネジメントシステムを構築・運営すること
が必要であり、道路交通安全に関するマネジメントシステム規格
であるISO39001の認証を取得していることが追加要求事項であ
るN-RTS MSの認証を取得するための前提となっているためで
ある。また、ISO39001では「自動車・自動車部品の設計・製造・保
守・検査に関わる組織」や「道路の設計・施工・運用・保守に関わ
る組織」も認証の対象となっているが、N-RTS MSでは、これらの
組織は対象となっておらず、あくまで「自ら車両を運行する組織」
のみを対象としている。

【表1】マトリクスの例

4.1 組織およびその状況
4.2 利害関係者のニーズおよび期待

6.2 リスクおよび機会への取り組み組織およびその状況 6.3　RTSパフォーマンスファクター
要素 基準内部課題 外部課題 機会（現在） リスク（将来） 取り組み計画 RTS-MSへの統合・有効性評価の方法 a)リスク暴露ファクター b)最終安全成果ファクター c)中間安全成果ファクター d)追加ファクター

人員不足 若年者の車離れ、
ドライバーの高齢化 車両の安全運行、関係法令の遵守 現在のところ、・・・ 業界環境が厳しくなり・・・ 計画的に乗務員を採用する 経営上の課題であり、経営として取り組む 車両の走行距離 死亡および重大な負傷の

発生数 運転者の適格性 乗務員の採用
必要要員の充足

採用者数
充足率

健康管理 危険ドラッグの社会
問題化 車両の安全運行、関係法令の遵守 健康問題を起因とする事故は・・・　

健康診断で指摘を・・・

乗務員の高齢化や管理不足によ
り・・・
社会問題となっている「危険ドラッ
グ」が・・・

健康管理の重要性、危険ドラッグ
の危険性について、日常業務の中で
啓発を行う

健康診断の受診については、RTS−MSと
一体とした運営 車両の走行距離 死亡および重大な負傷の

発生数 運転者の適格性

点呼の実施
健康診断の受診
禁煙の実施
人間ドックの受診
健康管理研修の受講

実施率
受診率
喫煙率
受診率
受講率

利益確保・設備
投資・再配分

燃料費の高止まり
輸送需要の低迷
競争激化

車両の安全な運行、車両の適切な維持・管理
車両の安全な運行、適切な公道の使用
関係法令の遵守
安全情報の共有

必要な予算を確保・・・ システム導入により安全性が・・・
車両の老朽化、経年劣化・・・

計画的に安全装備・機器等を導入
する
必要な車両の整備・代替等を計画
的に進める

経営上の課題であり、経営として取り組む 車両の走行距離 死亡および重大な負傷の
発生数 車両の安全性

安全装備・機器の導入

法定整備の実施
日常点検の実施

導入率

実施率
実施率

〜交通事故防止の指針として
「N-RTS マネジメントシステム」を活用する〜

全社的な課題を踏まえた決定・特定事項
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３	 ISO39001の考え方と目標設定手法
N-RTS MSがISO39001の認証取得を前提としたものであるこ

とから、まずは、ISO39001の考え方と目標設定手法について再確
認しておきたい。ISO39001は、「死亡・重大な負傷の発生根絶」を
最終目標とする成果重視の規格であり、N-RTS MSと同様、認証
を取得するか否かを問わず、理念や考え方を取り入れることは交
通事故防止に有効と考えられる。

ISO39001における目標設定手法の概要を図1に示す。まず、
①組織の「外部及び内部の課題」を決定し（箇条4.1）、「利害関
係者のニーズ及び期待」を決定する（箇条4.2）。そして、②「リス
クと機会」を決定し、この「リスクと機会への取組み」（明らかと
なった課題についてどのように対処していくのか）と、RTS（Road 
Traffic Safety＝道路交通安全、以下「RTS」）マネジメントシス
テムプロセスへの統合（組織全体の方向性とISO39001の取り組み
の一体化）について検討・計画する（箇条6.2）。次に、③これらの
一連の流れを踏まえて組織自らが特定したリスクと機会に応じて、
RTSパフォーマンスファクター（規格で例示されている、RTSに貢

【図1】ISO39001における目標設定手法の概要
（独立行政法人自動車事故対策機構(NASVA)のセミナー資料を基に
インターリスク総研作成）

【図2】ISO39001における「RTSパフォーマンスファクター」の概要
 （インターリスク総研作成）

（インターリスク総研作成）

①

②

③

④

⑤

4.1 組織およびその状況
4.2 利害関係者のニーズおよび期待

6.2 リスクおよび機会への取り組み組織およびその状況 6.3　RTSパフォーマンスファクター
要素 基準内部課題 外部課題 機会（現在） リスク（将来） 取り組み計画 RTS-MSへの統合・有効性評価の方法 a)リスク暴露ファクター b)最終安全成果ファクター c)中間安全成果ファクター d)追加ファクター

人員不足 若年者の車離れ、
ドライバーの高齢化 車両の安全運行、関係法令の遵守 現在のところ、・・・ 業界環境が厳しくなり・・・ 計画的に乗務員を採用する 経営上の課題であり、経営として取り組む 車両の走行距離 死亡および重大な負傷の

発生数 運転者の適格性 乗務員の採用
必要要員の充足

採用者数
充足率

健康管理 危険ドラッグの社会
問題化 車両の安全運行、関係法令の遵守 健康問題を起因とする事故は・・・　

健康診断で指摘を・・・

乗務員の高齢化や管理不足によ
り・・・
社会問題となっている「危険ドラッ
グ」が・・・

健康管理の重要性、危険ドラッグ
の危険性について、日常業務の中で
啓発を行う

健康診断の受診については、RTS−MSと
一体とした運営 車両の走行距離 死亡および重大な負傷の

発生数 運転者の適格性

点呼の実施
健康診断の受診
禁煙の実施
人間ドックの受診
健康管理研修の受講

実施率
受診率
喫煙率
受診率
受講率

利益確保・設備
投資・再配分

燃料費の高止まり
輸送需要の低迷
競争激化

車両の安全な運行、車両の適切な維持・管理
車両の安全な運行、適切な公道の使用
関係法令の遵守
安全情報の共有

必要な予算を確保・・・ システム導入により安全性が・・・
車両の老朽化、経年劣化・・・

計画的に安全装備・機器等を導入
する
必要な車両の整備・代替等を計画
的に進める

経営上の課題であり、経営として取り組む 車両の走行距離 死亡および重大な負傷の
発生数 車両の安全性

安全装備・機器の導入

法定整備の実施
日常点検の実施

導入率

実施率
実施率

a）

c）

b）

献する測定可能な要因）を特定し、④何をどのように取り組むこと
により交通事故を極限まで低減できるのか、「要素」と「基準」を
規定し（箇条6.3）、「技術上の選択肢、財政上、運用上及び事業上
の要求事項」を考慮する。そして、⑤組織として取り組むべきRTS
目標・RTS詳細目標、RTS計画を策定する（箇条6.4）。

なお、図2に示すとおり、ISO39001の要求事項に例示されてい
るRTSパフォーマンスファクターを見ても、表現がやや抽象的であ
り組織が取り組むべき具体的な目標や計画は示されていない。例
えば、アルコールの管理について、規格の原文には「疲労、注意散
漫、アルコール及び薬物を特に考慮した、運転者の適格性」という
ファクターはあるが、酒気帯びを確認する方法や呼気中アルコー
ル濃度に関する基準は定められていない。これは、ISO39001が道
路交通事故の発生状況が深刻な低所得国においても活用されるこ
とを想定し柔軟な記述になっているからである。認証取得を目指
す企業や組織は、規格の要求事項を読み取って、RTSマネジメント
システムを構築し、自ら取り組むべき目標や計画を定め、目標達成
と継続的改善に取り組んでいくことが必要となる。

ISO39001の目標設定の実例を表1に示す。このようなマトリクス
を作成し、一連の流れとして内外の課題やリスクと機会を決定の

N
-RTS 

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

シ
ス

テ
ム



39　RMFOCUS Vol.53

上、「要素」と「基準」の規定につなげ、目標・計画の設定に進めて
いくとよいだろう。

しかしながら、ISO39001では、事故防止に取り組む組織自ら
が、要素・基準を規定し、RTS目標を確立し、「RTS目標及びRTS
詳細目標」をどのように達成するかの計画を策定することが求め
られるため、目標のレベルや目指すべき到達点をイメージしにくい
部分がある。例えば、自社の課題を洗い出し、リスクと機会を決定
し、RTSパフォーマンスファクターを特定し、「健康診断の受診」
を要素、「受診率」を基準として、「健康診断の受診率100％」を年
間の取り組み目標とすることは、その組織の課題解決にふさわし
い目標であるといえるかもしれない。しかし、これを目標の到達
点、その先の取り組みとつなげるため、この先のより具体的な指針
も必要となる場合が多い。そのようなニーズに対応するため、RTS
目標として「健康診断の受診率100％」や「アルコールチェックの実
施率100%」などと掲げた組織がこれらに取り組み、目標を達成し
た先に何を目指していくのか、取り組むべき内容・方向性をN-RTS 
MSは追加要求事項として明確に示している。

４	 N-RTS MSの要求事項
N-RTS MSの追加要求事項の構成は表2のとおりである。

詳細説明は割愛するが、N-RTS MSには、認証を取得しようと
する組織に対する追加要求事項のほか、審査員や認証機関（審
査及び認証登録を行う機関）、認定機関（認証機関の認定を行う
機関）に対する追加要求事項が示されている。これは、ISO39001
が現在プライベート認証となっており、審査員の力量や業務経
験、認証の基準について各審査機関によりばらつきが発生する
ことも懸念される一方で、N-RTS MSでは、NASVAがスキーム
オーナーとなり、JABを認定機関として、N-RTS MSの要求事項
（ISO39001:2012 道路交通安全マネジメントシステムに関する追
加要求事項）に適合することを審査員や認証機関にも求めている

からである。
N-RTS MSでは、認証を希望する組織は、附属書に掲げられた

すべての項目に対し、次に掲げる事項を記載した一覧表（「適用宣
言書」）を作成することが求められる。

①必須項目について、具体的なRTSの取組の内容又は手順
②推奨項目について、適用／不適用の別
③適用するとした推奨項目について、具体的なRTSの取組の

内容又は手順
④不適用とした推奨項目について、不適用とする理由

N-RTS MSでは、附属書において、組織が必ず取り組まなけれ
ばならない「必須項目」だけでなく、取り組む組織がさらにRTSの
充実を図る項目として「推奨項目」が具体的に明示されている。す
なわち、より高い水準のRTSマネジメントシステムの構築を目指す
組織は、これら推奨項目を一つでも多く満たすことが求められて
いる。この附属書には詳細かつ具体的にRTSマネジメントシステム
の運用と運行管理プロセスに対する技術的要求事項が掲げられて
いるため、ISO39001の審査に比べ審査における指摘事項や今後
の継続的改善に向けたアドバイスの差が発生しにくいという利点
がある。

また、N-RTS MSの要求事項は、NASVAのホームページ等で
公表されている。認証取得のいかんを問わず具体的な内容として
「附属書A」での「ＲＴＳマネジメントシステムに対する追加要求
事項」と「附属書B」の「運行管理プロセスに対する技術的要求事
項」を参照し、自社の取り組みの指針として参考にすることが可能
である（次頁表3）。

一例をあげると、ISO39001の考え方を活用して、「健康診断
の受診」を要素、「受診率」を基準として、「健康診断の受診率
100％」を年間の取り組み目標とした企業にとって、N-RTS MS
の要求事項「附属書B」の5-4は、より具体的な取り組みの指
針を示していることとなる。組織の課題を踏まえた目標設定と
はいえ、単に、「健康診断の受診率100％」を目標化することだ
けでなく、「必須項目」として、受診状況の確認（5-4①）、診断
結果により安全な運転ができる視力を有することの確認（5-4
②）、安全な運転に支障を及ぼすおそれがある疾病への罹患に
係る所見が認められた場合の精密検査の受診（5-4③）が示さ
れており、健康診断受診後の診断結果の活用方法まで示されて
いる。

また、これだけでなく、推奨項目として、薬物の服用状況の申
告・確認（5-4④）や睡眠障害への対応（5-4⑤）、運転適性診断の
定期的な受診（5-5⑥）等、推奨項目が具体的に示されており、現
在の取り組みをより発展させるための明確な指針が提示されてい
る。このようなことから、N-RTS MSが、ISO39001の追加要求事
項であり、より具体的な事故防止対策として深化・発展させたもの
であることが理解できる。

【表2】N-RTS MSの構成

序文

第1章　総則
第2章　組織に対する追加要求事項
第3章　審査員に対する追加要求事項
第4章　認証機関に対する追加要求事項
第5章　認定機関に対する追加要求事項

附則

附属書A　RTSマネジメントシステムに対する追加要求事項
附属書B　運行管理プロセスに対する技術的要求事項
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５	おわりに 〜N-RTS MSの活用〜
ISO39001やN-RTS MSの認証取得に対する関心の有無は別

として、緑ナンバーの運送事業者のみならず、白ナンバーの社有
車を使用する企業の経営や管理にあたる方も、まずは、N-RTS 
MSの「附属書A」での「ＲＴＳマネジメントシステムに対する追加
要求事項」と「附属書B」の「運行管理プロセスに対する技術的
要求事項」を手に取っていただきたい。特に、「附属書B」の要求
事項については、基本的に運送事業者に求められている法的要
求事項がベースとなっており、運送事業者は法令遵守の観点か
ら、白ナンバーの社有車を使用する企業は今後の取り組みに向け
た参考として、現時点での各項目の取り組み状況を確認し、事故
防止目標や具体的な計画策定の検討材料とすることをおすすめ
したい。

N-RTS MSは、「自ら車両を運行する組織」を対象とするもの
であるため、事故を減らしたいと考えているすべての経営者・管理
者にとって、事故低減のための有効な指針を提供してくれるはずで
ある。

世界の叡智を結集した国際的な認証規格であるISO39001はも
とより、このISO39001の要求事項を日本国内での交通事故防止対
策としてより具体的に「深化」させたN-RTS MSを自社の交通事
故防止対策として取り入れない手はない。

これらのマネジメントシステムや要求事項の考え方が、皆さま方
企業における交通事故の防止・低減の具体的成果につながれば、
交通リスクマネジメントの支援を行うコンサルタントとして幸いで
ある。

以上

【表3】N-RTS MSの要求事項（一部抜粋）
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Disasters  & Accidents information

災害・事故情報
本情報はマスメディアでの報道等をベースに編集しています。

風水雪災・豪雨・竜巻

●西日本で大雪、死者8人、徳島で集落孤立860世帯
日本列島上空に強い寒気が流れ込んだ影響で、北日本から西日本に

かけての広い範囲で12月5日から降り続いた雪は、12月上旬としては異
例の大雪となった。8日朝には徳島県つるぎ町の孤立集落で、高齢の女
性が自宅で心肺停止の状態で見つかって死亡が確認され、今回の大雪
のためとみられる死者は8人となった。死者は、富山県と徳島県が各3
人、福井県が2人。

気象庁によると、今回の大雪は日本列島付近の上空約5,000mに氷点
下30度以下の寒気が流れ込んだのが原因。偏西風が南に蛇行していた
ため、例年より寒気が南下しやすくなった。近年はこの時期に寒気が南
下してくることはなく、こうした寒気が12月上旬に日本列島付近にとどま
り続けるのは8年ぶりだという。

徳島県などによると、8日午後5時現在、この大雪により、最大で集落
の孤立864世帯・約1,500人（三好市：521世帯、つるぎ町：293世帯、東み
よし町：50世帯）や広範囲の停電（3,372戸）、道路の寸断や通信網の途
絶などが発生した。陸上自衛隊などによる倒木の除去や除雪が進めら
れ、灯油や非常食の輸送が行われた。

自動車・鉄道・船舶・航空機等事故

●インドネシア海上、マレーシア機墜落、162人搭乗
マレーシアに本拠を置く格安航空会社（ＬＣＣ）Ａ社は12月28日、イン

ドネシア第2の都市スラバヤからシンガポールに向かっていた同社の旅
客機Ｂ便が消息を絶ったと発表した。その後の捜索で墜落が確認され
た。乗員乗客は162人で、日本人は搭乗していなかった。

同機は28日午前5時35分（現地時間）ごろにスラバヤの空港を離陸。
インドネシア運輸当局によると、カリマンタン島とブリトゥン島の間の海
上付近で同6時18分に消息を絶つ直前、パイロットから管制官に「雲を
よけるために高度を上げたい」との連絡があった。乗員乗客のうち155
人はインドネシア人で、韓国人が3人、シンガポール、マレーシア、英国、
フランス人が各1人だった。

30日、インドネシア空軍の捜索隊がインドネシア・カリマンタン島南西
部海上にて機体の一部を発見し、3名の遺体も収容した。2015年1月7日
に同島沖で尾翼を含む同機の残骸を発見し、12日にフライトレコーダー

（飛行記録装置）、13日にはボイスレコーダー（音声記録装置）を海底
から回収したと発表した。14日には機体の胴体部分と右翼を海底で発
見した。当局は28日、事故後の1カ月間で乗客乗員162人のうち計70人の
遺体を回収したと発表した。遺体の多くが海底に沈む機体の胴体部分
に取り残されているとみられるが、機材不足や悪天候で引き揚げ作業
は難航している。

インドネシア気象地理庁は1月4日までに、同機の墜落について「悪天
候が墜落を引き起こす一因になった」との見方をまとめた報告書を発
表した。同機は同国カリマンタン島沖上空を飛行中に積乱雲に遭遇、
管制に針路変更と高度上昇を求めたことが分かっている。報告書は同
機が「嵐を伴った雲」に突入した可能性があると指摘。そのうえで、大
気中の湿気が凍り付き、機体に氷が付着する「アイシング」（着氷）と呼

ばれる現象が起き、エンジンの不具合を招いた可能性が高いとの見方
を示した。

●台湾で58人搭乗の旅客機墜落、43人死亡
台北市内の松山空港から2月4日午前（現地時間）、台湾の離島、金門

島に向かったＡ航空の旅客機Ｂ便が離陸後に市内の川に墜落した。乗
員・乗客58人のうち43人の死亡が確認された。乗客は台湾人や中国人
で、日本人は搭乗していなかった。

乗客は観光などで訪れた中国人が31人、台湾人が22人。乗務員5人は
すべて台湾人で、負傷者は15人だった。台湾当局によると、墜落したの
は欧州Ｃ社の双発プロペラ機Ｄ型機。事故発生時の天気は曇り。午前
10時53分に離陸した後に降下し、川の近くを走る高架道路に一部が激
突して墜落した。機体の一部が水面から出ているが、救助作業は難航
した。

台湾当局は6日、墜落前に、同機の左右二つのエンジンがともに動力
を失っていたとするブラックボックスの解析結果を発表した。発表によ
ると、離陸直後に、同機の右側のエンジンに異常が発生したことを知ら
せる音が鳴った。その後、左側のエンジンが止められたという。失速し
たため、乗員が再びエンジンを始動させようとしたが、間に合わず墜落
したとみられている。当局は左側のエンジンが止められた経緯などに
ついて調査する方針。エンジンのトラブルだけでなく、人為的なミスの
可能性も浮上している。Ｄ型機は片側のエンジンに異常が発生しても、
もう一方で飛行が可能な設計となっていた。

製品安全

●焼きそばへ虫混入、全商品を自主回収、生産を全面停止
12月2日、食品メーカーＡ社の主力ブランドＢの焼きそば商品Ｃを購

入した大学生が「虫が混入していた」として、ツイッターに湯を入れてい
ない乾燥麺の内部にゴキブリと見られる虫が入り込んでいる画像を掲
載した。画像は瞬く間にネット上に拡散。Ａ社は当初混入を否定してい
たが、購入者が同社の対応も明らかにして不信感を示すと、ネット上で
「炎上」した。3日には保健所が立ち入り調査を行い、商品の自主回収
を指導。4日、Ａ社は当該商品Ｃと同日に同じラインで製造された商品
Ｄの自主回収を実施した。11日、Ａ社は「製造過程での混入の可能性が
否定できない」として、Ｂブランド全商品の生産を停止し、販売を休止し
た。また既に自主回収している2種類以外のＢブランド全商品を回収す
ることを決定した。Ａ社では数十億円をかけて設備の刷新も検討して
いる。

施設・設備安全、業務遂行中の事故

●土砂崩れで橋が崩落、2人死亡、浜松・天竜の国道
1月31日午後5時10分ごろ、浜松市天竜区佐久間町川合で山の斜面が

崩れ、天竜川に架かる国道473号のつり橋「原田橋」（長さ約140m、幅
約6m）が落下した。付近の斜面の状況を確認するため、橋の上にいた
市天竜土木整備事務所職員2人が巻き込まれ死亡した。つり橋の西側
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先月で東日本大震災が発生して4年がたちました。また、今年は
阪神・淡路大震災から20年目の節目でもあります。筆者が大阪に
勤務してから1年が過ぎ、関西地域で防災（主に地震対策）や事
業継続に関するセミナーを数多く実施していますが、その際に、
阪神・淡路大震災を経験した方が出席されているケースが少な
くありません。その方々に対して、防災や事業継続の話をする際
は、毎回身の引き締まる思いで臨んでいます。

筆者は地震を経験した方にお目にかかる際、可能な範囲で、当
時の状況や体験を聞くことを心がけています。震災を経験された
方のお話は、地震の恐ろしさ、復興までの大変さを改めて認識さ
せ、地震に対する危機意識を高めさせてくれます。組織が防災や
事業継続に取り組む上で、組織全体、またはメンバー一人ひとり
の危機意識の高さは重要です。いくらルールや対策を整備してい

ても、危機意識が低いと組織に十分浸透せず、形骸化しがちで
す。けれども、いつ起こるかわからない地震に対して、各々の危機
意識を高く維持していくことは簡単なことではありません。

セミナーをはじめとした防災や事業継続に関する支援を行う中
で、単に有効な対策を示すだけでなく、震災を経験された方から
うかがった貴重なお話も合わせて伝えていくことが、少しでも地
震に対する危機意識を醸成・維持させることに役立つのではな
いかと感じています。

毎年「その日」（1月17日や3月11日）が近づくと、身の回りで震
災に触れる機会が増え、危機意識を高めさせられます。しかし
「その日」にとどまらず、過去の経験を教訓に、日ごろから継続
的に防災に取り組み、従業員各人の地震に対する危機意識を高
めていくことが重要です。　　　　　　　　　　　　　    （K.S.）

column  「危機意識の醸成」
コ・ラ・ム

付け根付近の斜面で高さ約70m、幅約30mにわたる土砂崩れが発生。
約8千立方mの土砂が国道に押し寄せ、つり橋の金属製ワイヤを支える2
本の柱のうち下流側1本を倒したため、長さ約140mの橋が丸ごと約10m
下の天竜川に落下した。橋の中央付近に車を止めていた市職員2人も一
緒に落ちた。

「つり橋付近の斜面で細かい石が落ちている」と通報があったた
め、午後2時45分ごろから橋を通行止めにしていた。現場に赴いた市職
員2人が橋の上から付近の斜面の様子を目視で確認している最中に地
滑りが発生した。原田橋は1956年5月に架設された。3年前に金属製ワ
イヤの一部に破断が見つかるなど老朽化が判明したため、付近に新し
いアーチ橋を建設中だった。現場はＪＲ飯田線中部天竜駅から南西約
1kmの愛知県境付近の山間部。

●ビル看板落下、女性重体、札幌の繁華街
2月15日午後1時55分頃、札幌市中央区の飲食店が入る7階建てビル

から同店の看板の一部が強風により落下し、歩いていた女性の頭に当
たった。女性は首と頭の骨を折るなどして意識不明の重体となった。落
下した看板は長さ約1.5m、重さ約25kgの鉄製で、約15mの高さに設置
されていた。

落下した看板の根元は外壁と接続する金属製の基礎と溶接されてい
たが、雨の浸食により腐食が進んでいたことが原因とみられる。同店は
建築基準法により義務付けられた看板などの管理状況の定期報告（毎
年11月まで）を2013年11月から行っていなかった。また、事故の1時間ほ
ど前にこの看板とつながる別の部品（支柱）が落下していたことを通行
人から指摘されていたにも関わらず放置していた。

テロ・暴力行為

●仏紙銃撃、スーパー襲撃、仏連続テロで17人死亡
1月7日午前11時半（現地時間）、フランスのパリ11区にある風刺週刊

誌を発行しているＡ社を、覆面をした複数の武装した犯人が襲撃し、警
官2人や編集長、風刺漫画の担当者やコラム執筆者ら合わせて12人を殺
害した。襲撃後逃走した犯人2名はアルジェリア系フランス人の兄弟と
判明した。9日朝、仏当局はパリ北東30kmの地点で車に乗る兄弟を発

見した。カーチェイス、銃撃戦の後、兄弟は人質をとって近くの印刷会
社に立てこもった。

8日朝、パリ南部モンルージュで別の実行者が女性警官を銃撃し、警
官は死亡した。9日昼ごろ、女性警官銃撃の実行犯の男がパリ東端部の
ユダヤ系食品スーパーに押し入り、人質をとって籠城した。

9日午後5時ごろ、仏特殊部隊が二つの立てこもり地点にほぼ同時に
強行突入し、計3名の犯人を射殺した。ユダヤ系食品スーパーでは人質
4人が死亡し、7日に発生した連続テロの犠牲者は合計17人となった。15
日、中東を拠点とする国際テロ組織が犯行声明を出し、イスラム過激派
の影響や関与がほぼ決定的となった。欧州各国はテロの続発への警戒
を続けた。

●「イスラム国」に邦人2人拘束、殺害映像を公開
2014年8月から10月ごろにかけて、シリアで2人の日本人がイスラム過

激派組織「イスラム国」（ISIL）とみられる組織に拘束された。2015年に
入って、身代金および「イスラム国」に関係のある死刑囚の釈放を要求
する犯行声明が出されたが、解放に向けた糸口が見いだせないまま、2
人とも殺害された。

「イスラム国」が公開したビデオ映像が2015年1月20日（現地時間）、
インターネット上に流れ、人質にとった日本人男性2人について、日本政
府に計2億ドル（約236億円）の身代金を要求し、72時間以内に支払わ
なければ2人を殺害すると警告した。2人は、2014年8月にシリアでイス
ラム国に拘束されたＡさん（42）と、Ａさんの救出に向かったジャーナリ
ストのＢさん（47）とみられた。この声明を受け、日本政府はヨルダンに
現地対策本部を設置し、ヨルダン、トルコなどの近隣諸国と連携しつつ
対応にあたった。

24日、Ａさんとみられる遺体の写真を持つＢさんのビデオ映像が動画
サイトで確認された。27日午後、「イスラム国」がＢさんとみられる映像
を公開し、Ｂさんの解放には、ヨルダンで拘束中のＣ死刑囚の釈放が
必要だとし、ヨルダン政府に対し、24時間以内にＣ死刑囚を釈放するよ
う求めた。2月1日早朝、「イスラム国」は拘束中のＢさんを殺害したとす
るビデオ映像を動画サイトに投稿。イスラム国は、日本人をテロの標的
にするとも宣言。安倍首相はテロを非難し、国際社会と連携して中東各
国への支援を続ける考えを表明した。
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編集後記
東日本大震災から4年がたちました。多くの方が当時のことをいまだ鮮明

に記憶していることと思います。
本欄を初めて執筆する私も、リスクコンサルティングを専門とする会社に

入って11カ月目となり、あの日のことをリスクマネジメントの観点から振り返る
ようになりました。昔から親しむ東京近郊の日本最大級のテーマパークに行
く頻度は、学生のころと比べ減りましたが、それでも時間を見つけては頻繁
に訪れています。　
2011年の震災当日、その複合テーマパークには、隣り合う二つのテーマ

パーク合わせて約7万人の来園者（ゲスト）がいました。揺れが起きた14時
46分は、両テーマパークともパレード・水上ショーの真っ最中で、アトラクショ
ンも通常どおり運営していました。にもかかわらずケガ人はゼロ、大きなパニ
ックも起こらなかったといわれています。
そのテーマパークの従業員（キャスト）たちは、「安全」を第一に、続いて

「礼儀正しさ」、「ショー」、「効率」という優先順位を行動基準としています。
震度5強の揺れの中、約9割が（10代～20代を中心とした）アルバイトである
キャストたちが、パニックを起こさず冷静にゲストへの指示を出しました。行動
基準を全員で共有し、普段から心がけていたために、一人ひとりが自らの判
断で行動し、ゲストの安全を守ることができたのでしょう。
また、そこでは年間約170回もの防災訓練が行われており、その想定は

「震度6強、来園者10万人」とされています。このように、普段から「最悪の
場合」を想定し対策をとっていたことで、被害は最小限になり、震災からわず
か35日間で復旧し、再びゲストを迎えることができたといえるのではないでし
ょうか。
日本列島は、自然災害とは切り離すことができないところに位置していま
すが、その分、過去の災害から学べることも多いはずです。過去の経験を風
化させず、貴重な教訓として今後の対策に生かしていくことが、今の私たち
にできることだと思います。例えば上記のテーマパークのように、普段から不
測の事態に備えたり、「最悪の場合」の想定をすることは、多くの企業・人に
とって、有事の際の被害を最小限に抑えることにつながるでしょう。
本年度も読者の皆さまのリスクマネジメントに貢献できるよう、様々な情

報を発信してまいります。引き続き本誌をよろしくお願いいたします。
　（Ｙ．Ｋ．）
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2012年（平成24年） 4月 日本赤十字社 事業局長（現在に至る）
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業界初、タブレット端末を活用した危険予測訓練アプリ「セーフティトレーナー®」を提供

インターリスク総研は、2014年4月に業界で初めてタブレット端末を活用した危険予測訓練アプリ「セーフティトレーナー®」を開発し、提供していま
す。今回iOS版を追加し、ご利用いただけなかったiPad端末(iOS)をご利用のお客さまに対しても提供可能となりました。
本アプリは、自動車事故などの防止を目的に開発したもので、タッチパネルにより手軽かつ直観的な訓練が行えます。訓練は、あらかじめインターリ
スク総研が用意した危険予測訓練用シナリオを利用しますが、企業が保有するドライブレコーダーの危険映像などを活用し、オリジナルシナリオを
作成・提供（有償）することも可能です。本アプリは無償でダウンロードできます（要申し込み）ので、ぜひお試しください。

「超高齢社会 第3弾 日本のシナリオ」を出版

日本はいま、75歳以上の人口が増え続けているのに対し、総人口は減少しています。この超高齢社会という課題の解決
に向けて、国、地方自治体、そして企業がどのように取り組んでいるのか、その状況をまとめ、合わせて提言を行っています。
インターリスク総研特別研究員、本田茂樹が監修を行うとともに、「地域包括ケアシステムにおけるレジリエンス ～ 耐災害
性と情報共有の観点から ～」を執筆しています。

発　  行  　所 ：株式会社時評社
著　者　(編者) ：総監修 辻哲夫、監修 本田茂樹
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工連携推進協議会では、農業・農村サポーターズマガジン「農業応援隊」を年4
回発行し、日本全国の農業に関わる企業や生産者の情報を広く発信している。

監修：早稲田大学人間科学学術院　石田敏郎 教授
指導：早稲田大学人間科学学術院　島崎敢 助教授

内容（目次） 第1章　総論　　　
第2章　霞が関の取り組み　　　
第3章　自治体事例

第4章　関連団体の取り組み　　
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第6章　先進企業の取り組み　
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日本列島は、自然災害とは切り離すことができないところに位置していま
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I S B N 番 号 ：978-4-88339-215-5

発　  行  　所 ：株式会社時評社
著　者　(編者) ：総監修 辻哲夫、監修 本田茂樹
価　　　　  格 ：本体1,500円＋税
出 版 年 月 日 ：2015年3月30日
購入(入手)方法 ：最寄りの書店または時評社のホームページでご購入ください
I S B N 番 号 ：978-4-88339-215-5

「実践 これからの医療安全学 ～看護学生と新人看護師のために～」を出版

本書は医療安全について学習できるスタンダードなテキストです。看護学生の新カリキュラムに対応していますが、新人
看護職員研修や、医療機関に勤務する若手看護師にも役立つように企画・制作されています。教師と学生、学生同士、同僚
看護師同士が、教え、導きながら学習できるテキストです。インターリスク総研特別研究員、本田茂樹が企画を行うととも
に、「第2章 医療安全への取り組みと課題」を執筆しています。

発　  行  　所 ：株式会社ピラールプレス
著　者　(編者) ：監修 安藤恒三郎、企画 本田茂樹
価　　　　  格 ：本体2,400円＋税
出 版 年 月 日 ：2015年3月30日
購入(入手)方法 ：最寄りの書店またはピラールプレスのホームページでご購入ください
I S B N 番 号 ：978-4-86194-118-4

発　  行  　所 ：株式会社ピラールプレス
著　者　(編者) ：監修 安藤恒三郎、企画 本田茂樹
価　　　　  格 ：本体2,400円＋税
出 版 年 月 日 ：2015年3月30日
購入(入手)方法 ：最寄りの書店またはピラールプレスのホームページでご購入ください
I S B N 番 号 ：978-4-86194-118-4

トレーニング画面 分かりやすい解答と解説付き トレーニング結果レポート

セーフティトレーナーお客さま専用サイト　http://www.safetytrainer.jp/

早稲田大学石田研究室による危険予測訓練に関する研究に基づいてサイビジョン社が開発し
た『HazardTouch＊』技術を核としてインターリスク総研が独自にツール化しました
＊HazardTouch は有限会社サイビジョンの登録商標です

斎藤 仁（さいとう ただし）　

一般社団法人　日本経済団体連合会
政治社会本部長

1980年、経団連事務局に入局、以来、主として国際関係の業務に従事
1990年から94年までワシントンDC駐在
2001年、社会本部(当時)に異動
2006年から現職、政治関係、ＣＳＲ、防災を担当
2006年、ＩＳＯ/TC223国内委員会委員、2011年、内閣府・東京都首都直下地震
帰宅困難者等対策協議会幹事、内閣府首都直下地震に係る首都中枢機能
確保検討会委員

都築 冨士男（つづき ふじお）　

元ローソン･ジャパン社長
全日本農商工連携推進協議会 会長
内閣官房地域活性化伝道師
六次産業化プランナー

スーパーマーケット・ダイエーに入社。米国勤務を経てローソン再建のために帰
国。当時80店舗しかなかった店舗数を、在籍中3,000店舗にまで拡大し、倒産
寸前だったローソンを再建。全国展開の日本を代表するコンビニエンス・チェーン
に急成長させる。その後、上場会社の社長を経て独立。現在は、コンサルティン
グ、企業顧問、講演活動を行っている。
また、内閣官房地域活性化伝道師、六次産業化プランナー、全日本農商工連
携推進協議会の会長として、中小企業活性化の支援で活動中。全日本農商
工連携推進協議会では、農業・農村サポーターズマガジン「農業応援隊」を年4
回発行し、日本全国の農業に関わる企業や生産者の情報を広く発信している。

監修：早稲田大学人間科学学術院　石田敏郎 教授
指導：早稲田大学人間科学学術院　島崎敢 助教授

内容（目次） 第1章　総論　　　
第2章　霞が関の取り組み　　　
第3章　自治体事例

第4章　関連団体の取り組み　　
第5章　医療法人の取り組み　
第6章　先進企業の取り組み　
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防災・減災に資する技術等の普及・開発促進に向けて
国境を超える赤十字 ～思いを一つに  今行動のとき～

海外「危機管理」から海外「リスク管理」へ

年間シリーズ ～強くてしなやかな社会をめざして～
レジリエンス 深めるリスクソリューション

年間シリーズ ～海外で羽ばたくためのインフラを求めて～
グローバル 広がるリスクソリューション

■第3回国連防災世界会議レポート　～MS&ADグループの取り組み～
■続・いま、注目されるアグリビジネス
農の問題に取り組む
～第4回 今後のアグリビジネスの展望～
■2014年に発生した主な自然災害の特徴と防災情報を活用した対策
■地域金融機関と環境金融
～環境格付け融資の課題と今後の展開～
■ISO39001：2012追加要求事項
～交通事故防止の指針として「N-RTS マネジメントシステム」を活用する～
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